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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

(1）連結経営指標等       

売上高 (百万円) 127,358 104,598 97,296 110,658 123,572 

経常損益 (百万円) 2,813 △664 938 5,564 10,772 

当期純損益 (百万円) 1,557 △1,924 1,052 4,153 7,093 

純資産額 (百万円) 39,619 37,306 37,525 42,230 47,623 

総資産額 (百万円) 166,588 140,035 136,278 148,308 145,057 

１株当たり純資産額 （円） 237.41 223.55 224.89 252.93 288.72 

１株当たり当期純損益 （円） 9.33 △11.53 6.29 24.71 42.48 

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 23.8 26.6 27.5 28.5 32.8 

自己資本利益率 （％） 4.1 △5.0 2.8 10.4 15.8 

株価収益率 （倍） 37.6 － 34.7 19.0 13.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,020 1,295 9,578 9,869 8,739 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 302 △232 △1,267 △1,345 △1,225 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,379 △10,190 △7,651 △4,600 △17,456 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 40,594 31,611 32,459 36,111 26,619 

従業員数 （名） 3,814 3,565 3,380 3,068 3,310 
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回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

(2）提出会社の経営指標等       

売上高 (百万円) 91,262 77,345 62,824 63,190 73,968 

経常利益 (百万円) 1,859 275 843 3,065 6,042 

当期純利益 (百万円) 1,742 742 811 5,884 4,730 

資本金 (百万円) 12,484 12,484 12,484 12,484 12,484 

発行済株式総数 （株） 166,885,530 166,885,530 166,885,530 166,885,530 166,885,530 

純資産額 (百万円) 34,947 35,166 35,291 41,976 45,473 

総資産額 (百万円) 131,187 115,019 109,492 115,660 117,350 

１株当たり純資産額 （円） 209.41 210.73 211.51 251.44 275.69 

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額)

（円）
（円） 

0.00 
（0.00）

0.00 
（0.00）

3.00 
（0.00）

4.00 
（0.00）

7.00 
（2.00）

１株当たり当期純利益 （円） 10.44 4.45 4.87 35.12 28.28 

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 26.6 30.6 32.2 36.3 38.8 

自己資本利益率 （％） 5.3 2.1 2.3 15.2 10.8 

株価収益率 （倍） 33.6 60.5 44.8 13.4 20.4 

配当性向 （％） － － 61.6 11.4 24.8 

従業員数 （名） 2,280 2,195 1,621 1,493 1,529 

 （注）１．連結経営指標等及び提出会社の経営指標等の売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．連結経営指標等の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式がな

いため記載していない。また、提出会社の経営指標等の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載していない。 

３．提出会社の経営指標等については第79期より、自己株式を資本の部の控除項目としており、また１株当

たり純資産額、１株当たり当期純利益の各数値は発行済株式総数から自己株式数を控除して計算してい

る。 
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２【沿革】 

昭和13年12月 株式会社芝浦製作所（現、株式会社東芝）の出資によって芝浦工作機械株式会社創立。 

昭和14年３月 鶴見工場を開設し、電気を高度に応用した強力大型工作機械の製作を開始。 

昭和17年４月 沼津工場を開設し、中型精密工作機械の生産に着手。 

昭和20年９月 社名を芝浦工機株式会社と変更し、工作機械のほか各種産業機械の生産を開始。 

昭和24年３月 企業再建整備法に基づき各工場ごとに独立会社として発足することとなり、沼津工場を母体と

した株式会社芝浦機械製作所を設立。 

昭和24年８月 株式を東京証券取引所に上場。 

昭和36年６月 芝浦工機株式会社（昭和24年４月、鶴見工場を母体として設立）と合併し、社名を東芝機械株

式会社と変更。 

昭和36年10月 株式を大阪証券取引所（第１部）に上場。 

〃 株式会社東芝機械研削研究所設立（昭和39年１月、九州東芝機械株式会社と改称）。 

昭和39年９月 相模工場を開設。 

昭和47年３月 相模事業所に大型産業機械工場を建設し、鶴見工場を全面的に移転。 

昭和49年４月 米国現地法人 TOSHIBA MACHINE COMPANY,AMERICA［現．連結子会社］設立。 

昭和49年７月 株式会社東芝機械ダイカストエンジニアリング［現．連結子会社東芝機械成形機エンジニアリ

ング株式会社］設立（ダイカストマシンのサービス部門を独立）。 

昭和49年10月 東芝機械設備工業株式会社設立（設備保全・運輸部門を独立）。 

昭和51年６月 株式会社東芝機械プラスチックエンジニアリング［現．連結子会社東芝機械成形機エンジニア

リング株式会社］設立（プラスチック加工機械のサービス部門を独立）。 

昭和53年７月 シンガポール現地法人 TOSHIBA MACHINE SOUTH EAST ASIA PTE.LTD.［現．連結子会社］設

立。 

昭和56年３月 相模事業所に新機械工場完成（ダイカストマシン・印刷機械の機械加工工場）。 

昭和58年４月 株式会社東芝機械マシンツールエンジニアリング設立（工作機械のサービス部門を独立）。 

昭和59年10月 相模事業所に射出成形機工場完成（沼津事業所から小型機種の製造部門を移転）。 

昭和62年10月 御殿場事業所開設（沼津事業所からマシニングセンタ及び汎用工作機械の製造部門を移転）。 

昭和63年４月 カナダ現地法人 TOSHIBA MACHINE COMPANY CANADA LTD.設立。 

平成元年４月 ヨーロッパ現地法人 TOSHIBA MACHINE (EUROPE) G.m.b.H.設立。 

平成元年５月 タイ現地法人 TOSHIBA MACHINE (THAILAND) CO.,LTD.設立。 

平成元年６月 台湾現地法人 TOSHIBA MACHINE TAIWAN CO.,LTD.設立。 

平成５年４月 東芝機械テクノ株式会社設立（技術業務区分会社）。 

〃 株式会社東芝機械マイテック沼津設立（製造業務区分会社）。 

平成５年６月 株式会社東芝機械マイテック相模設立（製造業務区分会社）。 

〃 株式会社東芝機械マシナリーシステムコンサルタント設立（営業業務区分会社）。 

平成５年10月 東芝機械ハイドロサービス株式会社設立（油圧機器のサービス部門を独立）。 

平成６年７月 東芝機械環境センター株式会社［現．連結子会社］設立（環境管理・測定部門を独立）。 

平成７年５月 香港現地法人 TOSHIBA MACHINE HONG KONG LTD.［現．連結子会社］設立。 

平成８年１月 タイ現地法人 TMT SERVICE & ENGINEERING CO.,LTD.設立。 

平成８年10月 子会社 朝比奈機械株式会社（資本金１５０百万円）を吸収合併。 

平成９年10月 東芝機械プレスエンジニアリング株式会社設立（印刷機械のサービス部門を独立）。 

平成10年４月 中国現地法人 SHANGHAI TOSHIBA MACHINE CO.,LTD.［現．連結子会社］設立。 

平成11年４月 食品機器部門の生ビールディスペンサー等をホシザキ電機株式会社へ事業移管。 

〃 本社機能を東京から沼津へ移転し、沼津本社とする。 

平成11年９月 東芝機械ハイドロサービス株式会社解散。 

平成12年２月 株式会社芝機設計解散。 
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平成12年４月 株式会社東芝機械マイテック沼津が、東芝機械テクノ株式会社、株式会社東芝機械マイテック

相模を吸収合併。 

平成13年１月 東芝機械設備工業株式会社が、株式会社東芝機械マシンツールエンジニアリング、九州東芝機

械株式会社を吸収合併し、社名をティ・エム・マシナリー株式会社とする。 

平成13年４月 印刷機械部門のオフセット輪転機事業を、株式会社小森コーポレーションに営業譲渡。 

平成14年６月 中国（上海）に製造現地法人 TOSHIBA MACHINE (SHANGHAI) CO.,LTD.［現．連結子会社］設

立。 

平成14年８月 半導体装置部門を分社化し、株式会社ニューフレア テクノロジーに承継。 

平成14年10月 工作機械部門を分社化し、ティ・エム・マシナリー株式会社に承継するとともに、東芝機械マ

シナリー株式会社に社名を改称。 

平成15年４月 株式会社東芝機械マイテック沼津が、株式会社東芝機械マシナリーシステムコンサルタントを

吸収合併。 

平成15年10月 株式会社東芝機械プラスチックエンジニアリングが、株式会社東芝機械ダイカストエンジニア

リングを吸収合併し、東芝機械成形機エンジニアリング株式会社に社名を改称。 

平成16年４月 TOSHIBA MACHINE COMPANY CANADA LTD.清算。 

平成16年４月 芝浦産業株式会社が、株式会社東芝機械マイテック沼津を吸収合併。 

平成16年６月 大阪証券取引所（第１部）の株式上場を廃止。 

平成16年10月 子会社株式会社東芝機械セルマック（資本金７０百万円）を吸収合併。 
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３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社18社、関連会社１社及びその他の関係会社１社で

構成されており、射出成形機、ダイカストマシン、押出成形機、印刷機械、工作機械、精密加工機、半導体製造

装置、油圧機器などの製造・販売並びに各事業に関連する部品の供給及びサービス等の事業活動を展開している。 

 各事業における当社及び主な関係会社の位置付け等は、次のとおりである。 

 なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントの「その他」から半導体事業を分離しており、次の４部門

は「第５ 経理の状況１．連結財務諸表等(1)連結財務諸表注記」に揚げる事業の種類別セグメント情報の区分

と同一である。 

（成形機） 

射出成形機、押出成形機………当社が製造・販売するほか、子会社東芝機械成形機エンジニアリング（株）

は、成形機の据付・修理・メンテナンスサービスを行うほか、補修部品を販売している。TOSHIBA 

MACHINE (SHANGHAI) CO.,LTD.は、射出成形機を製造・販売している。また、TOSHIBA MACHINE 

COMPANY,AMERICA、SHANGHAI TOSHIBA MACHINE CO.,LTD.、TOSHIBA MACHINE SOUTH EAST ASIA 

PTE.LTD.、TOSHIBA MACHINE HONG KONG LTD.は、同機の販売・メンテナンスサービスを行っている。 

ダイカストマシン………当社が製造・販売するほか、子会社東芝機械成形機エンジニアリング（株）は、ダ

イカストマシンの据付・修理・メンテナンスサービスを行うとともに、補修部品を販売している。

TOSHIBA MACHINE (SHANGHAI) CO.,LTD.は、ダイカストマシンを製造・販売している。また、

TOSHIBA MACHINE COMPANY,AMERICA、SHANGHAI TOSHIBA MACHINE CO.,LTD.、TOSHIBA MACHINE 

SOUTH EAST ASIA PTE.LTD.、TOSHIBA MACHINE HONG KONG LTD.は、同機の販売・メンテナンスサー

ビスを行っている。 

印刷機械………当社がグラビア輪転機等の製造・販売を行っている。 

 

（工作機械） 

工作機械………当社が製造・販売するほか、子会社東芝機械マシナリー（株）は、工作機械の製造・据付・

修理・メンテナンスサービスを行うほか、補修部品を販売している。（株）不二精機製造所は、工

作機械の一部を製造している。また、TOSHIBA MACHINE COMPANY,AMERICA、SHANGHAI TOSHIBA 

MACHINE CO.,LTD.、TOSHIBA MACHINE SOUTH EAST ASIA PTE.LTD.は、同機の販売・メンテナンス

サービスを行っている。 

 

（半導体装置） 

半導体製造装置………子会社（株）ニューフレア テクノロジーがその他の関係会社（株）東芝との共同開

発・技術提携契約等に基づき、製造・販売している。（株）不二精機製造所は、半導体製造装置の

一部を製造している。 

 

（その他） 

油圧機器………当社が油圧モーター・バルブ・ポンプ等を製造・販売するほか、子会社TOSHIBA MACHINE 

(SHANGHAI) CO.,LTD.は、油圧機器等を製造・販売している。 

電子制御装置………当社が製造・販売するほか、子会社東栄電機（株）は、当社機械の電装及び制御盤等を

製作している。 

その他………子会社芝浦産業（株）は、当社の福利厚生事業・当社への用度品納入等を、東芝機械環境セン

ター（株）は、環境計量証明・作業環境測定の測定調査事業・当社設備の保全修理及び改造を、芝

浦システム（株）は、油圧機器等の各種部品を当社へ納入しているほか、下水道関連のユーザー等

に計測機器を販売している。 
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 以上の企業集団等についてその取引関係を図示すると、次のとおりである。 

 

 
国 内 ユ ー ザ ー 海 外 ユ ー ザ ー 

［工作機械］ 
東芝機械マシナリー（株） 

［工作機械、半導体装置］ 
（株）不二精機製造所 

［半導体装置］ 
 （株）ニューフレア テクノロジー 

［その他］ 
東栄電機（株） 

＊２（株）グンエイ 

製造販売会社 

［その他］ 
芝浦システム（株） 

販売会社 

［成形機］ 
東芝機械成形機エンジニアリング（株） 

サービス会社 

［その他］ 
芝浦産業（株） 
東芝機械環境センター（株） 

＊１（株）トスロン 

その他会社（福利厚生・環境事業等） 

＊３（株）東芝 

［成形機、工作機械、その他］ 
TOSHIBA MACHINE COMPANY,AMERICA
SHANGHAI TOSHIBA MACHINE 
CO.,LTD. 

＊１TOSHIBA MACHINE (EUROPE) 
G.m.b.H. 

＊１TOSHIBA MACHINE TAIWAN CO.,LTD.
＊１TMT SERVICE & ENGINEERING 

CO.,LTD. 
［成形機、工作機械］ 

TOSHIBA MACHINE SOUTH EAST ASIA 
PTE.LTD. 

［成形機、その他］ 
＊１TOSHIBA MACHINE (THAILAND) 

CO.,LTD. 
［成形機］ 

TOSHIBA MACHINE HONG KONG LTD.

販売（サービス）会社 

東

芝

機

械

株

式

会

社

（

製

造

・

販

売

）

部 品

製品・部品

製品・部品

製品・部品

部 品

部 品

製品・部
品、役務の
提供等 

保守・役務
の提供等

国 内 海 外

（注）無印 連結子会社（13社） 

＊１ 非連結子会社で持分法非適用会社（５社）

＊２ 関連会社で持分法非適用会社（１社） 

＊３ その他の関係会社（１社） 

製品・部品

部 品

［成形機、その他］ 
TOSHIBA MACHINE (SHANGHAI) CO.,LTD.

製造販売会社 

部 品

製品・部品
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４【関係会社の状況】 

     （平成17年３月31日現在）

名称 住所 資本金 
（注）１
主要な事
業の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合 
（％） 

設備の 
賃貸借 

関係内容 

(連結子会社)      

 
株式会社ニューフレア 
テクノロジー 
（注）２,５ 

静岡県 
沼津市 

4,000百万円
半導体 
装置 

87.5 
土地建物の
賃貸 

業務委託契約に基づ
き、当社が、購買業務
と管理業務を一部代行
している。なお、当社
より借入を受けてい
る。 
役員の兼任 ２名 

東芝機械マシナリー 
株式会社 
（注）２,５ 

静岡県 
沼津市 

3,117百万円 工作機械 100.0 
土地建物の
賃貸 

業務委託契約に基づ
き、当社が、購買業務
と管理業務を一部代行
している。なお、当社
より借入を受けてい
る。 
役員の兼任 １名 

株式会社 
不二精機製造所 
（注）３,４ 

静岡県 
駿東郡 
長泉町 

390百万円
工作機械
半導体 
装置 

70.4 
［0.9］

土地建物の
賃貸借 

当社が債務保証してい
る。 

東栄電機株式会社 
静岡県 
三島市 

350百万円 その他 76.9 建物の賃貸 
当社機械の電装及び制
御盤を製造している。

TOSHIBA MACHINE 
COMPANY,AMERICA 

米国 
イリノイ州 

米ドル
6,677,880

成形機 
工作機械
その他 

100.0 なし 

当社成形機、工作機械
等の販売を行ってい
る。当社が債務保証し
ている。 

東芝機械成形機 
エンジニアリング 
株式会社 

静岡県 
沼津市 

100百万円 成形機 100.0 
土地建物の
賃貸 

業務委託契約に基づ
き、当社射出成形機、
ダイカストマシン、押
出成形機の据付、修
理、サービスを行って
いる。 
役員の兼任 １名 

芝浦システム 
株式会社 

東京都 
渋谷区 

43百万円 その他 100.0 
土地建物の
賃貸 

油圧機器等の当社への
納入を行っている。 

芝浦産業株式会社 
静岡県 
沼津市 

50百万円 その他 100.0 
土地建物の
賃貸 

業務委託契約に基づ
き、当社福利厚生事
業、当社へ用度品納入
等の業務を行ってい
る。 

TOSHIBA MACHINE 
SOUTH EAST ASIA 
PTE.LTD. 

シンガポール 
シンガポー
ルドル 

2,400,000

成形機 
工作機械

100.0 なし 
当社成形機の販売を
行っている。当社が債
務保証している。 
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名称 住所 資本金 
（注）１
主要な事
業の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合 
（％） 

設備の 
賃貸借 

関係内容 

東芝機械環境センター
株式会社 

静岡県 
沼津市 

89百万円 その他 100.0 建物の賃貸 

業務委託契約に基づ
き、当社の環境全般の
計測及び証明を行って
いる。また、各種施
設・設備の保全、修理
及び改造を行ってい
る。 
役員の兼任 １名 

TOSHIBA MACHINE HONG 
KONG LTD. 

香港 
香港ドル

3,500,000
成形機 100.0 なし 

当社成形機の販売を
行っている。 

TOSHIBA MACHINE 
(SHANGHAI) CO.,LTD. 

中国 
上海市 

人民元
82,770,345

成形機 
その他 

100.0 なし 

当社成形機等の製造を
行っている。当社が債
務保証している。 
役員の兼任 ２名 

SHANGHAI TOSHIBA 
MACHINE CO.,LTD. 

中国 
上海市 

人民元
3,139,700

成形機 
工作機械
その他 

100.0 なし 
当社成形機、工作機械
等の販売を行ってい
る。 

(その他の関係会社)      

株式会社東芝 
（注）４ 

東京都 
港区 

百万円
274,926

電気機械
器具の製
造販売 

33.93 なし 
当社工作機械の購入及
び当社へ電気品を納入
している。 

 （注）１．「主要な事業の内容」の欄には、（その他の関係会社）株式会社東芝を除き、事業の種類別セグメント

の名称を記載している。 

２．株式会社ニューフレア テクノロジー、東芝機械マシナリー株式会社は、特定子会社に該当する。 

３．株式会社不二精機製造所の議決権の所有割合には、東栄電機株式会社を通じての間接所有分 

「０．９％」が含まれている。 

４．株式会社不二精機製造所及び株式会社東芝は、有価証券報告書を提出している。 

５．株式会社ニューフレア テクノロジー、東芝機械マシナリー株式会社は、売上高（連結会社相互間の内

部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が１０％を越えている。 

主要な損益情報等 

  
売上高 

（百万円）
経常利益 

（百万円）
当期純利益
（百万円）

純資産額 
（百万円） 

総資産額 
（百万円）

 
株式会社ニューフレア 
テクノロジー 

14,315 1,258 743 4,791 22,509 

 
東芝機械マシナリー 
株式会社 

17,047 1,149 666 3,809 14,160 
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５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 平成17年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

成形機 １，３６０ 

工作機械 ４４２ 

半導体装置 ３２１ 

その他 ８１３ 

全社（共通） ３７４ 

合計 ３，３１０ 

 （注）１．従業員数は就業人員である。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものである。 

 

(2）提出会社の状況 

   平成17年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

１，５２９ ４１．３ １８．８ ６，２２５，３２２ 

 （注）１．従業員数は就業人員である。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

 

(3）労働組合の状況 

 当社グループの労働組合は、以下のとおりである。 

 東芝機械労働組合 １，３２４名

 不二精機労働組合 ７１ 

 東栄電機労働組合 

東芝機械マシナリー労働組合 

１９４ 

２１８ 

 

 東芝機械労働組合は、産業別労働組合ジェイ・エイ・エムに加入している。 

 なお、労使間は安定しており、特記すべき事項はない。 

 



 

－  － 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当連結会計年度のわが国経済は、民間設備投資と輸出の拡大に支えられ、比較的堅調に推移していたが、

昨年夏以降からＩＴ（情報技術）関連や輸出の一部が調整局面に入り、景気は踊り場を迎えた。一方、海外

に目を向けると、中国は金融引締め政策にもかかわらず高成長を維持し、他のアジア諸国も堅調に推移した。

米国経済も底堅く推移しており、欧州経済も緩やかに回復を続けた。 

機械業界においては、一部に調整の兆しが見られたが、輸出環境の好転と民間設備投資の増加により、全

般的に好況を持続した。 

このような状況のもとで、当社グループは、ＣＳ（顧客満足）を基盤として、国内外市場での受注確保、

新商品・新技術の開発、成長市場の開拓等に総力をあげて取り組んだ結果、連結受注高は、ダイカストマシ

ン、押出成形機、工作機械、半導体製造装置などが増加したため、前連結会計年度に比べ１８．９％増の 

１，３９７億７千６百万円となった。  

また、連結売上高も、受注と同様の傾向により、前連結会計年度に比べ１１．７％増の１，２３５億７千

２百万円となった。 

以上の結果、当連結会計年度末の連結受注残高は、前連結会計年度末に比べ４９．６％増加し、４８７億

８千２百万円となった。 

連結損益については、各種成形機、工作機械、半導体製造装置などの貢献に加え、経営全般にわたる合理

化努力をした結果、経常利益１０７億７千２百万円、当期純利益７０億９千３百万円を計上し、３期連続の

増益となった。 

 なお、当社グループの営業力を集約・強化し、グループ経営のさらなる効率化を図るため、当社と株式会

社東芝機械セルマックは、平成16年10月１日付で合併した。 

 

 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。なお、当連結会計年度より、事業の種類別セグメ

ントを「その他」から「半導体装置」と「その他」に区分しているため、前年同期比は記載していない。 

 

①成形機 

成形機は、射出成形機が、海外現地法人の一部における決算期の変更の影響およびＩＴ（情報技術）関

連の調整による低下を、自動車関連向けの需要回復で補ったためほぼ横ばいとなり、ダイカストマシンが

国内およびアジア地域の自動車・二輪車関連向けを中心に大幅に伸び、押出成形機も国内外の光学用フィ

ルム・シート製造業界向けに拡大したため、受注高は、前連結会計年度に比べ１９．３％増の７３３億４

千２百万円となった。一方、売上高についても、受注とほぼ同様の傾向を示し、前連結会計年度に比べ 

８．０％増の６５７億６千３百万円となった。 

営業利益については、売上高の増加により、前連結会計年度に比べ１５億１千８百万円増加し、５６億

６千６百万円となった。 

 

②工作機械 

工作機械は、精密加工機が、ＩＴ（情報技術）関連の調整により前連結会計年度に比べほぼ横ばいで

あったが、大型機、門形機、横中ぐり盤が産業機械や金型業界、半導体製造装置業界向けに大幅に増加し

たので、受注高は前連結会計年度に比べ３５．７％増の３１０億８千２百万円となった。一方、売上高に

ついても、全般的に好調であったため、前連結会計年度に比べ３３．１％増の２５０億８千２百万円と

なった。 

営業利益については、売上高の増加と固定費の削減により、前連結会計年度に比べ２３億９千６百万円

の大幅な増加により、２９億９千３百万円となった。 
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③半導体装置 

半導体装置は、電子ビーム描画装置、エピタキシャル成長装置が半導体業界向けに伸長したので、受注

高は、１９３億５千８百万円となった。また、売上高については、１６３億４千２百万円となった。 

営業利益については、１７億６百万円となった。 

 

④その他 

その他は、油圧機器が金融引締め政策による中国向け減少を欧米向け需要が補い、電子制御装置は、産

業機械、工作機械業界向けなどの需要が旺盛であったため、受注高は１５９億９千２百万円となった。一

方、売上高については、２０２億３千７百万円となった。 

営業利益については、１９億７千４百万円となった。 

 

 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

 

①日本 

 売上高は、民間設備投資と輸出の拡大などにより成形機、工作機械等が伸びたため、前連結会計年度に比

べ１４６億６千４百万円の大幅な増加により、１，２１０億９百万円となった。営業利益については、売上

高の増加及び固定費の削減等により前連結会計年度に比べ４４億９千３百万円増加し、１１７億１千２百万

円となった。 

 

②北米 

 売上高は、米国経済が底堅く推移したものの、米国現地法人における決算期変更と工作機械事業分離の影

響もあり、前連結会計年度に比べ３１億１千１百万円減少し、７８億２千９百万円にとどまった。しかし、

営業利益については、ダイカストマシン、押出成形機等の好転により前連結会計年度に比べ１千９百万円増

加し、１億２千２百万円となった。 

 

③アジア 

 売上高は、成形機、工作機械等が中国や東南アジア向けに好調であったため、前連結会計年度に比べ４３

億６千９百万円の大幅な増加により、７４億５千２百万円となった。営業利益についても、前連結会計年度

に比べ４億３百万円増加し、４億６千７百万円となった。 



 

－  － 
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(2)キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期

純利益１０１億７千７百万円に加え、主に減価償却費、退職給付引当金、仕入債務等の増加に伴うキャッシュ

フローの増加を原資として、法人税等の支払、設備投資、長短借入金の返済、配当金の支払等を実施したため、

当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ９４億９千２百万円減少し、２６６億１千９百万円となっ

た。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、８７億３千９百万円の増加となった。これは、主に税金等調整前当期純利益１０

１億７千７百万円、減価償却費１８億２千４百万円、仕入債務の増加２５億８千２百万円によるものである

が、売上債権の増加１７億９千７百万円及びたな卸資産の増加３４億１千６百万円、法人税等の支払等によ

りその一部が相殺されている。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、１２億２千５百万円の減少となった。これは、主に工場生産体制合理化・情報投

資等の設備投資に伴う支出１４億４千８百万円によるものであるが、有形固定資産の売却による収入２億４

千７百万円によりその一部が相殺されている。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、１７４億５千６百万円の減少となった。これは、主に借入金返済１５６億４千４

百万円及び配当金１０億１百万円の支払による減少である。 

 

 



 

－  － 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

前年同期比（％） 

成形機（百万円） ５５，２１９ １１７．２ 

工作機械（百万円） ２５，８５１ １２８．３ 

半導体装置（百万円） １４，９８０ － 

その他（百万円） ２３，９８２ － 

合計（百万円） １２０，０３３ １１７．９ 

 （注）１．金額は、販売価格をもって示す。 

２．上記金額に消費税等は、含まれていない。 

３．生産高の実績については、製品の製造を行っている当社、（株）ニューフレア テクノロジー、東芝機

械マシナリー（株）、（株）不二精機製造所、東栄電機（株）、TOSHIBA MACHINE (SHANGHAI) CO.,LTD.

の連結生産高の実績となっている。 

４．当連結会計年度より、事業の種類別セグメントを「その他」から「半導体装置」と「その他」に区分し

ているため、前年同期比は記載していない。 

 

(2)受注実績 

当連結会計年度における受注実績及び連結会計年度末受注残高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次

のとおりである。 

受注高（百万円） 受注残高（百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

前年同期比
（％） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

前年同期比
（％） 

成形機 ７３，３４２ １１９．３ ２２，９５８ １４９．３ 

工作機械 ３１，０８２ １３５．７ １７，３０２ １５５．５ 

半導体装置 １９，３５８ － ５，９６１ － 

その他 １５，９９２ － ２，５５９ － 

合計 １３９，７７６ １１８．９ ４８，７８２ １４９．６ 

 （注）１．上記金額に消費税等は、含まれていない。 

２．セグメント間取引は、含まれていない。 

３．当連結会計年度より、事業の種類別セグメントを「その他」から「半導体装置」と「その他」に区分し

ているため、前年同期比は記載していない。 
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(3)販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

前年同期比（％） 

成形機（百万円） ６５，７５６ １０８．０ 

工作機械（百万円） ２４，９０９ １３３．５ 

半導体装置（百万円） １６，２８６ － 

その他（百万円） １６，６１９ － 

合計（百万円） １２３，５７２ １１１．７ 

 （注）１．上記金額に消費税等は、含まれていない。 

２．セグメント間取引は、含まれていない。 

３．当連結会計年度より、事業の種類別セグメントを「その他」から「半導体装置」と「その他」に区分し

ているため、前年同期比は記載していない。 

 

３【対処すべき課題】 

 今後の当社グループ（当社及び連結子会社）を取り巻く経営環境を展望すると、一部に調整局面は残るものの、

当面は緩やかながら堅調に推移するものと思われる。しかしながら、原材料価格の高騰、海外経済の減速リスク、

原油価格の高騰による経済への悪影響などが懸念され、依然として不透明な経営環境が続くものと予想される。 

このような状況のもとで、当社グループは、新しい市場へ向けて事業規模を拡大し成長していくために、各種

改革と技術力強化をベースとする成長戦略を徹底して実行し、受注・売上の確保と採算性の向上を図っていく。 

また、合理化、効率化施策の推進による生産性の向上と、ＩＳＯ９００１・１４００１をベースとした品質・

環境管理の徹底等に注力するとともに、企業倫理、法令遵守、社会貢献など企業の社会的責任活動にも積極的に

取り組んでいく所存である。 



 

－  － 
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４【事業等のリスク】 

 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項には、以下のようなものがある。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。 

 

(1)経営成績の季節的変動について 

 当社グループは、扱い商品が生産財という事業の特性から、売上高、営業損益が期末に偏る傾向がある。

従って、売上高および利益の一部が翌期にずれ込んだ場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があ

る。 

 

(2)競合等の影響について 

 当社グループは、射出成形機、工作機械などの生産財を製造、販売しているが、同業との間に、品質、価

格、サービス等において競合が生じている。今後、需要の低下または過剰供給が生じ販売競争が激化した場

合、当社グループの業績に影響をもたらす可能性がある。 

 

(3)海外依存リスクについて 

 当社グループを取り巻く事業環境は、輸出環境の好転、特に中国を含むアジア経済の好調及び国内の民間

設備投資の増加傾向が続いている。 

 このような中、当社グループの海外売上高は全体の約半分を占めており、中東関係、テロ、その他突発的

な外部要因により大きく影響を受ける可能性がある。 

 

(4)為替レートの変動リスクについて 

 当社グループの事業は、海外市場に約半分を依存しているため、為替市場の変動により影響を受ける。取

引の多くは円建てだが、北米地域は米ドル建てであるため、外国為替リスクを回避、軽減するための様々な

手段を講じているが、為替相場の変動によって当社グループの事業、業績および財務状況に影響を受ける可

能性がある。 

 

(5)金利変動リスクについて 

 当社グループは、事業資金の一部を主に金融機関から借入金として調達している。当社グループとしては、

中期経営計画に則り、有利子負債の返済に努め自己資本の充実に注力する方針であるが、現行の金利水準が

変動した場合には、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼすおそれがある。 

 

(6)退職給付債務について 

 当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産

の期待運用収益率に基づき算出されている。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更さ

れた場合、その影響は累積され将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識

される費用および計上される債務に影響を及ぼす。近年の割引率の低下や運用利回りの悪化は、当社グルー

プの業績と財務状況に影響を及ぼすおそれがある。 

 

(7)係争中の重要な訴訟について 

 納入工作機械に起因する損害賠償請求訴訟が、米国のSPM Flow Control, Inc.から、子会社TOSHIBA 

MACHINE COMPANY, AMERICAに対し提起されており、控訴裁判所から平成17年６月に判決が出たが、同裁判所

に再ヒアリングの申立てを行い、現在も係争中である。 

 

(8)地震等による影響について 

 当社グループは、東海地震の発生が予想される静岡県などの地域に重要な製造拠点等を有しており、これ

らの地域において大地震等の自然災害が発生した場合、当社グループの生産、業績および財政状態に重要な

影響を与えるおそれがある。 
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５【経営上の重要な契約等】 

(1）技術援助受入契約 

 技術援助受入契約は、次のとおりである。 

契約相手方 契約年月日 契約項目 契約期間 対価 

米国 
Transcription 
Enterprises,Inc. 

平成10年５月18日 

設備機（ＥＢＭ－
3000）描画用データ作
成のための対象ソフト
ウェア使用許諾 

無期限 イニシャルのみ 

ファナック株式会社 平成10年７月22日 
電動式射出成形機に関
する特許の実施許諾 

平成15年７月22日以
降１年間毎の自動延
長 

(1）イニシャルペイメ
ントなし 

(2）売上高に対し一定
料率のロイヤリ
ティ 

 

(2）技術援助契約 

 技術援助契約は、次のとおりである。 

契約相手方 契約年月日 契約項目 契約期間 対価 

米国 
NFM/Welding 
Engineers,Inc. 

平成10年11月５日 
同方向回転二軸混練機
の製造販売権 

平成17年９月13日以
降１年間毎の自動延
長 

売上高に対し一定料率
のロイヤリティ 

韓国 
第一Ｅ＆Ｍ 

平成15年３月１日 
自動車部品加工用ユ
ニットの製造販売権 

契約締結日から 
５年間 

売上高に対し一定料率
のロイヤリティ 
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６【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、市場の変化や電子・情報産業の発展等に対応するため、当社の技術

統括部及び各事業の開発部門が中心となって、製品の高機能化と新製品創出のための研究開発を行っている。 

 当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、２５億１千２百万円であり、各種類別セグメントの研

究開発の目的、主要課題及び研究開発費は次のとおりである。なお、上述の研究開発費には、技術統括部で行っ

ている各セグメントに配分できない研究開発費２億６千７百万円が含まれている。 

 

(1)成形機 

 成形機は、プラスチック成形機のハイサイクル化・高精度化・稼動時の省エネルギー化及びダイカストマ

シンのハイサイクル化・高機能化を目的として、東芝機械成形機エンジニアリング（株）と連携を取りなが

ら、電動式射出成形機、ハイブリッド成形機の研究開発等を行っている。また、押出成形機については、高

機能化を目的として、新成形システムの研究開発等を行っている。 

当セグメントに係る研究開発費は、１億９千５百万円である。 

 

(2)工作機械 

 工作機械は、工作機械の高速化・高精度化及び複合加工の実現を目的として、東芝機械マシナリー（株）

が主となり、(株)不二精機製造所と連携を取りながら、高速主軸、５軸アタッチメント、門形マシニングセ

ンタ、横中ぐり盤の研究開発等を行っている。精密機械分野では、超精密高速加工機、非球面加工機等の研

究開発を行っている。また光通信分野に対応するため、光部品実装装置及び光学ガラス素子成形装置の研究

開発も行っている。 

当セグメントに係る研究開発費は、１億９千２百万円である。 

 

(3)半導体装置 

半導体の微細化に対応することを目的として、(株)ニューフレアテクノロジーが主となり、高微細電子

ビーム描画装置、マスク検査装置等の研究開発を行っている。 

 当セグメントに係る研究開発費は、１４億８千５百万円である。 

 

(4)その他 

 その他は、ＮＣ制御の高速化・高精度化に対応することを目的として、東栄電機(株)と連携を取りながら、

高機能ＮＣ制御装置、システムロボット等の研究開発を行っている。総合的技術を活用した微細機能形状を

転写する装置や、油圧機器関係では、省エネ油圧システム等の研究開発を行っている。 

 当セグメントに係る研究開発費は、３億７千１百万円である。 
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７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。 

 

(1) 当連結会計年度の財政状態の分析 

     当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ３２億５千１百万円減少し、１，４５０億５千７

百万円となった。これは、当社の中期経営計画である東芝機械アクションプログラム（ＴＭ－ＡＰ）の財務

構造改革に掲げる有利子負債の削減による効果である。資本の部は、前連結会計年度末に比べ５３億９千３

百万円増加し、４７６億２千３百万円となった。売上高の増加、固定費の削減等経営全般にわたる合理化努

力をした結果、当期純利益が増加したためである。 

この結果、総資本回転率は０．８４回(前期比０．０６ポイントの改善)、自己資本比率は３２．８％(前

期比４．３％の改善)、Ｄ／Ｅレシオ８１．０％(前期比４７．４％改善)となった。 

 

(2)キャッシュ・フロー 

 キャッシュ・フローの状況については、第２［事業の状況］、１［業績等の概要］に記載している。 

 

(3)当連結会計年度の経営成績の分析 

     当社グループの当連結会計年度の経営成績は、堅調な輸出や民間設備投資の伸長等に支えられ、連結売上

高は前連結会計年度と比べ１１．７％増の１，２３５億７千２百万円となった。 

損益面については、経常利益が前連結会計年度に比べ５２億８百万円好転した。これは、売上高の増加、

固定費の削減、支払利息の削減等によるものである。 

この結果、自己資本利益率は１５．８％(前期比５．４％の改善)となった。 

なお、翌連結会計年度は、売上高１，３３０億円、経常利益１１０億円、当期純利益７０億円を見込んで

おり、引き続き生産性の向上による成果を期待している。 

 

 



 

－  － 
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第３【設備の状況】 
 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において当社グループは、成長が期待できる商品分野の開発に重点を置くとともに、生産能力

増強や合理化のための設備等を中心に２０億４百万円の設備投資を実施した。 

各セグメントにおける設備投資は、次のとおりである。 

（成  形  機） 

成形技術開発のための自社製設備を中心に、７億８千２百万円の設備投資を行った。 

（工 作 機 械） 

生産体制合理化のための設備等を中心に、２億６千７百万円の設備投資を行った。 

（半 導 体 装 置） 

半導体装置事業における研究・開発を中心に、２億１千３百万円の設備投資を行った。 

（そ  の  他） 

生産能力増強および生産体制合理化のための設備等を中心に、７億４千万円の設備投資を行った。 

 

 

２【主要な設備の状況】 

(1)提出会社 

      （平成17年３月31日現在）

帳簿価額 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 建物及び 
構築物 
（百万円）

機械装置 
及び運搬具
（百万円）

土地 
（百万円）
(面積千㎡)

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

従業員数
（名）

沼津本社 
(静岡県沼津市) 

成形機・工作
機械・その他 

生産・販
売・管理設
備 

4,263 1,936
2,848
(242)

459 9,507 934

相模工場 
(神奈川県座間市) 

成形機・その
他 

生産・販売
設備 

1,495 1,267
173
(144)

208 3,144 322

御殿場工場 
(静岡県御殿場市) 

成形機 生産設備 891 67
1,959
(85)

9 2,927 47

東京本店 
(東京都中央区) 

成形機・工作
機械・その他 

販売設備 69 1
451
(3)

2 525 166

関西支店 
(大阪府大阪市) 

成形機・工作
機械・その他 

販売設備 84 1
39
(1)

0 126 27

中部支店 
(愛知県名古屋市) 

成形機 販売設備 11 2
5

(0)
0 19 22

 （注） 沼津本社の土地の帳簿価額には（株）不二精機製造所への貸与分１，６１５百万円（２５千㎡）が含まれ

ている。 

 



 

－  － 

 

(20) ／ 2005/06/27 18:52 (2005/06/27 18:51) ／ 342004_01_040_2k_04210821／第３設備／os2東芝機械／有報.doc 

20

(2）国内子会社 

      （平成17年３月31日現在）

帳簿価額 

会社名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 建物及び 
構築物 

（百万円）

機械装置 
及び運搬具
（百万円）

土地 
（百万円）
(面積千㎡)

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

従業員数
（名）

㈱ニューフレア 
テクノロジー 
(静岡県沼津市) 

半導体装置 
生産・販売
設備 

1,044 916
－

(－)
35 1,996 273

東芝機械マシナリー
㈱ 
(静岡県沼津市) 

工作機械 
生産・販売 
修理・改造
設備 

97 84
13
(0)

100 295 290

㈱不二精機製造所 
(静岡県駿東郡) 

工作機械・半
導体装置 

生産・販売
設備 

518 81
－

(－)
25 624 104

東栄電機㈱ 
(静岡県三島市) 

その他 
生産・販売
設備 

427 100
814
(13)

95 1,437 253

東芝機械成形機エン
ジニアリング㈱ 
(静岡県沼津市) 

成形機 
修理・改造
設備 

695 76
1,011

(8)
45 1,828 300

芝浦産業㈱ 
(静岡県沼津市) 

その他 
販売・建設
施工設備 

138 5
0

(0)
3 146 184

 

(3）在外子会社 

      （平成17年３月31日現在）

帳簿価額 

会社名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 建物及び 
構築物 

（百万円）

機械装置 
及び運搬具
（百万円）

土地 
（百万円）
(面積千㎡)

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

従業員数
（名）

TOSHIBA MACHINE 
COMPANY,AMERICA 
(米国 イリノイ州) 

成形機・工作
機械・その他 

販売設備 222 1
36
(19)

85 345 81

TOSHIBA MACHINE 
SOUTH EAST ASIA 
PTE.LTD. 
(シンガポール) 

成形機・工作
機械 

販売設備 － 44
－

(－)
31 75 27

TOSHIBA MACHINE 
(SHANGHAI) CO.,LTD. 
(中国 上海市) 

成形機・その
他 

生産・販売
設備 

153 111
－

(－)
63 329 140

 （注） 帳簿価額の「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定である。 

なお、消費税等は含まれていない。 

 



 

－  － 
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３【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設等 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資については、「市場の変化にすばやく対応し、市場拡大に

合わせ積極的な設備投資を進めるとともに生産効率の飛躍的向上につながる設備、新規事業設備および遵法・

環境改善対応設備」を投資目標とし、成長が期待できる商品分野に重点を置くとともに、生産体制合理化・生

産能力増強のための設備投資等を勘案し計画している。設備計画は、原則的には、海外現法を含め連結会社各

社が個別に策定しているが、グループ全体で重複投資にならないよう、提出会社を中心に調整を図っている。 

 当連結会計年度末現在における設備計画については、多種多様な事業を国内外で行っており、プロジェクト

や期末時点にて計画されているもの以外の設備計画も見込んでいる。 

 よって、事業の種類別セグメントごとの数値を開示するとともに、主要な計画については、セグメントに関

連付けて開示する方法によっている。 

事業の種類別セグメ
ントの名称 

平成17年３月末計画
金額（百万円） 

設備等の主な内容・目的 資金調達方法 

成  形  機 ２，４００ 
生産能力増強・効率化のための工場・生
産設備の整備および自社設備等 

自己資金 

工 作 機 械 ２００ 
精密加工機の生産能力増強のための生産
設備および自社設備等 

〃 

半 導 体 装 置 ４００ 半導体装置における自社設備等 〃 

そ  の  他 １，０００ 機械加工設備および新規事業設備等 〃 

合  計 ４，０００ ────── ────── 

 （注） 消費税等は含まれていない。 

 

(2)重要な設備の除却等 

 経常的な設備更新および遊休設備機械の除却及び売却を除き、重要な設備の除却及び売却はない。 

 



 

－  － 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 360,000,000 

計 360,000,000 

 

②【発行済株式】 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 166,885,530 166,885,530 
東京証券取引所 
市場第１部 

－ 

計 166,885,530 166,885,530 － － 

 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年４月１日～
平成16年３月31日 

－ 166,885,530 － 12,484,805 △8,000,000 11,405,262

 （注）１．商法第２８９条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものである。 

    ２．平成１７年４月１日付で子会社東栄電機（株）との株式交換により、資本準備金が１３２，９００千円

増加している。 

 

(4）【所有者別状況】 

      平成17年３月31日現在

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 

外国法人等 区分 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 個人以外 個人 

個人その他 計 

単元未満
株式の状
況（株） 

株主数（人） ― 70 30 167 69 3 15,095 15,434 ― 

所有株式数
（単元） 

― 46,378 268 61,967 18,318 8 39,526 166,465 420,530

所有株式数の
割合（％） 

― 27.86 0.16 37.23 11.00 0.01 23.74 100 ― 

 （注）１．自己株式２，０５６，６１２株は「個人その他」に２，０５６単元及び「単元未満株式の状況」に 

６１２株含めて記載している。 

２．上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が１７単元含まれている。 

 



 

－  － 
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(5）【大株主の状況】 

  平成17年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱東芝 東京都港区芝浦１－１－１ ５５，７８５ ３３．４３ 

日本トラスティ・サービス信
託銀行㈱（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－１１ １４，７２２ ８．８２ 

日本マスタートラスト信託銀
行㈱（信託口） 

東京都港区浜松町２－１１－３ ７，７３８ ４．６４ 

BNY FOR GCM CLIENT 
ACCOUNTS(E)ISG 
（常任代理人 ㈱東京三菱 
銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB.UNITED KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内２－７－１） 

５，９２６ ３．５５ 

㈱静岡銀行 静岡県静岡市呉服町１－１０ ２，８８７ １．７３ 

BBH(LUX) FOR FIDELITY 
FUNDS-JAPAN FUND 
（常任代理人 ㈱東京三菱 
銀行） 

37. RUE NOTRE-DAME, LUXEMBOURG GRAND 
DUCHY OF LUXEMBOURG 
（東京都千代田区丸の内２－７－１） 

２，８５１ １．７１ 

三井生命保険㈱ 東京都千代田区大手町１－２－３ ２，６５８ １．５９ 

三菱信託銀行㈱（信託口） 東京都千代田区丸の内１－４－５ ２，６３３ １．５８ 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ ２，６０５ １．５６ 

トヨタ自動車㈱ 愛知県豊田市トヨタ町１ ２，４２０ １．４５ 

計 ― １００，２２５ ６０．０６ 

 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 平成17年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,056,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式164,409,000 164,409 － 

単元未満株式 普通株式  420,530 － 
１単元（1,000株）
未満の株式 

発行済株式総数 166,885,530 － － 

総株主の議決権 － 164,409 － 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が１７，０００株（議決権の数１７

個）含まれている。 

 



 

－  － 
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②【自己株式等】 

   平成17年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東芝機械㈱ 
東京都中央区銀座
４－２－11 

2,056,000 － 2,056,000 1.2 

計 － 2,056,000 － 2,056,000 1.2 

 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項なし。 

 

２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項なし。 

 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項なし。 

 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

  平成17年６月29日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 
（平成16年11月16日決議） 

2,000,000 900,000,000 

前決議期間における取得自己株式 2,000,000 802,808,000 

残存決議株式数及び価額の総額 － 97,192,000 

未行使割合（％） 0.0 10.8 

 



 

－  － 
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ニ【取得自己株式の処理状況】 

  平成17年６月29日現在

区分 
処分、消却又は移転株式数

（株） 
処分価額の総額（円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得
自己株式 

－ － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 356,252 142,176,611 

 

ホ【自己株式の保有状況】 

 平成17年６月29日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 1,702,769 

 （注） 「保有自己株式数」の欄には、単元未満株式の買取りによる自己株式が含まれている。なお、当該株式に

は、平成１７年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数は含ま

れていない。 

 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項なし。 

 

３【配当政策】 

 当社は、収益性の向上に向けて経営体質の強化を図りながら、安定配当を維持することを基本方針としている。

当期においては業績が好調であったことに伴い、前期より３円増配し、１株につき７円の配当を実施した。 

 内部留保資金については、財務体質の強化とともに、企業の継続的発展のため将来の事業展開等を戦略的に勘

案し、生産設備、技術開発、海外展開等に有効に投資していく予定である。 

 なお、第82期の中間配当についての取締役会決議は平成16年11月16日に行っている。 

 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 

最高（円） 674 430 373 471 578 

最低（円） 205 175 180 219 364 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第１部）におけるものである。 

 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

月別 平成16年10月 11月 12月 平成17年１月 ２月 ３月 

最高（円） 421 417 451 503 546 578 

最低（円） 380 384 391 435 482 518 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第１部）におけるものである。 
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５【役員の状況】 

役名及び職名 
氏   名 
（生年月日） 

略               歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社   長 

中 島 礼 二 

(昭和22年１月７日生) 

昭和45年４月 当社入社 

平成６年４月 当社押出成形機営業部長 

平成９年10月 当社押出成形機事業部長 

平成11年６月 当社成形機事業本部副事業本部長兼成形機事業 

本部長室長 

平成12年６月 当社常勤監査役 

平成13年６月 当社取締役、相模工場長 

平成14年６月 当社営業統括部長 

平成15年６月 当社代表取締役社長 

２１ 

代表取締役 

常務取締役 

（輸出管理部長兼 

生産・資材統括部長） 

半 沢 和 生 

(昭和19年７月１日生) 

昭和44年４月 当社入社 

平成８年10月 当社材料事業部技師長 

平成10年９月 当社材料事業部長 

平成12年７月 当社生産・資材統括部長 

平成14年６月 当社取締役 

平成16年６月 当社代表取締役常務取締役、輸出管理部長 

１３ 

常務取締役 

（相模工場長） 

後 藤 勝 彦 

(昭和20年７月１日生) 

昭和43年４月 当社入社 

平成４年10月 当社経理部主計担当部長 

平成９年６月 当社経理部長 

平成13年６月 当社取締役 

  同 年10月 当社経理・情報部長 

平成16年６月 当社常務取締役、相模工場長 

１２ 

常務取締役 

（東京本店長） 

竹 山 幸 成 

(昭和22年７月13日生) 

昭和45年４月 当社入社 

平成７年４月 当社ダイカストマシン技術部長 

平成10年10月 当社ダイカストマシン事業部長 

平成14年６月 当社取締役、成形機事業本部長兼相模工場長 

平成15年６月 当社営業統括部長兼東京本店長 

平成17年６月 当社常務取締役 

９ 

取 締 役 

（考査室長兼 

   企画部長） 

跡 部 與 志 

(昭和22年11月26日生) 

昭和48年４月 当社入社 

平成10年10月 当社企画部企画担当部長 

平成14年４月 当社企画部主幹 

  同 年６月 当社企画部長 

平成15年６月 当社取締役、考査室長 

４ 

取 締 役 

（精密機器 

   事業部長） 

横 山 三 自 

（昭和24年１月８日生） 

昭和46年４月 当社入社 

平成８年10月 当社工作機械第一事業部企画担当部長 

平成11年10月 当社精密加工機部長 

平成12年４月 当社精密機器事業部長 

平成16年６月 当社取締役 

３ 

取 締 役 

（相模副工場長） 

田 中 秀 雄 

(昭和23年６月30日生) 

昭和46年４月 当社入社 

平成８年４月 当社射出成形機技術部長 

平成11年10月 当社射出成形機事業部長 

平成15年10月 当社企画部長付 

平成16年６月 当社取締役、御殿場工場長 

３ 
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役名及び職名 
氏   名 
（生年月日） 

略               歴 
所有株式数 
（千株） 

取 締 役 

（材料加工 

   事業部長） 

矢 野 文 久 

(昭和23年12月13日生) 

昭和46年４月 当社入社 

平成10年10月 当社材料事業部労務・予算担当部長 

平成12年10月 当社材料事業部長 

平成14年10月 当社材料加工事業部長 

平成17年６月 当社取締役 

－ 

取 締 役 

（射出成形機事業部 

 長兼御殿場工場長） 

花 井 宏 志 

(昭和27年６月19日生) 

昭和50年４月 当社入社 

平成11年10月 当社射出成形機技術部長 

平成13年１月 当社射出成形機営業部長 

平成15年10月 当社射出成形機事業部長 

平成17年６月 当社取締役、御殿場工場長 

－ 

常勤監査役 
釜 洞 文 夫 

(昭和23年１月２日生) 

昭和47年４月 当社入社 

平成７年10月 当社企画部企画担当部長 

平成13年６月 当社企画部長 

平成14年６月 当社常勤監査役 

６ 

常勤監査役 
田 中 道 則 

(昭和22年６月４日生) 

昭和45年４月 当社入社 

平成12年10月 当社成形機事業本部技師長 

平成14年６月 当社射出成形機事業部長 

平成15年６月 当社取締役、成形機事業本部長兼御殿場工場長 

平成16年６月 当社技術統括部長兼技術研究所長 

平成17年６月 当社常勤監査役 

６ 

常勤監査役 
生 田 正 樹 

(昭和25年７月17日生) 

昭和49年４月 東京芝浦電気(株)（現、(株)東芝）入社 

平成14年４月 同社府中事業所長兼府中社会インフラシステム工場長 

平成16年４月 同社電力・社会システム社生産統括責任者 

平成17年４月 同社電力・社会システム社社長付 

同 年６月 当社常勤監査役 

－ 

監 査 役 
大 山 昌 伸 

(昭和11年10月２日生) 

昭和34年４月 東京芝浦電気(株)（現、(株)東芝）入社 

平成４年６月 同社取締役 

平成６年６月 同社常務取締役 

平成７年６月 同社専務取締役 

平成８年６月 同社取締役副社長 

平成12年６月 同社常任顧問 

平成17年６月 当社監査役 

－ 

計 －  ７７ 

 （注） 常勤監査役生田正樹及び監査役大山昌伸は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１８条

第１項に定める社外監査役である。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、株主重視の立場に立ち、経営の透明性、効率性を向上させ企業価値の最大化を図ることを、コーポ

レート・ガバナンスの基本方針としている。また、コンプライアンスについては、コーポレート・ガバナンス

の基本であるとの認識のもと、法令を遵守し、社会規範・企業倫理に従って、社会の一員としての自覚を持っ

た事業活動を行っている。 

 

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制

の状況 

当社の経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の概要は次のとおりである。 

 

 

 

法定監査 

選任・解任 

内部監査 

選任・解任 

株     主     総     会 

取締役会 

取締役 

会計監査人 

代表取締役 

考査室 

事業部門 

管理部門 

本・支店 

監査役会 

監査役 

 

 

 

ａ）取締役会等 

 当社の取締役は８名で、迅速かつ的確な意思決定ができる規模であり、取締役会は月１回の定時取締役

会のほか、必要に応じ臨時取締役会を機動的に開催している。取締役会では、法令や当社定款に定められ

た事項及び重要な業務に関する事項について審議・決定・報告を行なうほか、内部統制システムの構築と

実効性の確保に努めている。 

また、毎月経営戦略会議及び常務会をそれぞれ開催し、経営方針や戦略に関する討議・方向づけならび

に業務執行に関する重要事項を審議・決定している。 

 

ｂ）監査役・監査役会 

 当社は監査役制度を採用しており、監査役４名のうち２名は社外監査役を登用し、常勤監査役を３名と

して、公正・客観的な立場から取締役の職務執行を監査している。 

 

ｃ）会計監査人・弁護士 

 会計監査については、新日本監査法人に依頼し、公正かつ適正な監査が実施されている。また顧問弁護

士から、法律上の判断を必要とする場合には適時アドバイスを受けている。 



 

－  － 
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ｄ）コンプライアンスの推進 

 当社は、平成４年４月に、当社グループの事業活動を行なうに際しての「行動基準」を作成し（平成16

年４月第３回改訂）、その配付・教育を通じて、全役員・従業員の企業倫理意識の向上と社会的責任の育

成に努めている。また、平成15年２月には、法令違反などの不法・不正行為を未然に防止するため、企業

倫理ヘルプライン（相談窓口）を設置し、全社員からの情報・相談を受け付けている。 

 

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

社外取締役は選任していない。社外監査役（２名）は、当社の親会社等に該当する株式会社東芝出身で、

内１名は兼務関係にある。 

 

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

ａ）平成13年８月に制定した「リスクマネージメント規程」に基づき、定期的にリスク管理委員会を開催し、

リスク管理活動の実施状況の確認と必要な対策の検討・立案を行なっている。 

 

ｂ）経営内容の透明性を高める目的でタイムリーな情報開示に努めるとともに、株主・投資家とのコミュニ

ケーションを図るため、株主総会における営業報告の充実、会社説明会、工場見学会、決算説明会の開

催、投資家訪問の実施など積極的なＩＲ活動を展開している。 

 

(3)内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

内部監査については、考査室が内部統制の検証を行っている。監査役監査については、監査役４名のうち２

名は社外監査役を登用し、公正な監査が実施できる体制にしている。 

会計士監査については、新日本監査法人より監査を受けており、業務を執行した公認会計士の氏名、監査業

務に係る補助者の構成は以下のとおりである。 

 

公認会計士等の氏名   監査業務に係る補助者の構成 

指定社員 業務執行社員  寺本  哲   公認会計士 ３名

指定社員 業務執行社員  國  健一   会計士補 ３名

指定社員 業務執行社員  髙岡 昭男     

 

(4)役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、ならびに監査法人に対する監査報酬は以下

のとおりである。 

役員報酬：  

取締役に支払った報酬総額 

監査役に支払った報酬総額 

 

７３百万円 

４０百万円 

 

監査報酬：  

公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 １６百万円 

上記以外の業務に基づく報酬  － 



 

－  － 
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第５【経理の状況】 
 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１

月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１

月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

 

２．監査証明について 
 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成15年４月１日から平成16年３月31日

まで）及び第81期事業年度（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成16年４

月１日から平成17年３月31日まで）及び第82期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の連結

財務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けている。 

 



 

－  － 
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１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  36,106  26,619

２．受取手形及び売掛金  50,529  52,578

３．有価証券  34  －

４．たな卸資産  27,871  31,675

５．繰延税金資産  737  2,163

６．その他の流動資産  2,251  1,622

７．貸倒引当金  △542  △430

流動資産合計  116,987 78.9  114,229 78.7

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産 ※１  

１．建物及び構築物  30,362 30,315 

減価償却累計額  19,889 10,472 20,133 10,181

２．機械装置及び運搬具  32,839 31,638 

減価償却累計額  28,229 4,610 26,887 4,750

３．土地  6,237  6,080

４．建設仮勘定  111  361

５．その他の有形固定資産  7,384 7,422 

減価償却累計額  6,619 764 6,588 833

有形固定資産合計  22,196 15.0  22,208 15.3

(2)無形固定資産   

その他の無形固定資産  485  662

無形固定資産合計  485 0.3  662 0.5
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前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

(3）投資その他の資産   

１．投資有価証券 ※２ 5,788  6,634

２．長期貸付金  373  337

３．繰延税金資産  145  88

４．その他の投資その他の
資産 

※２ 2,334  902

５．貸倒引当金  △4  △5

投資その他の資産合計  8,639 5.8  7,957 5.5

固定資産合計  31,321 21.1  30,828 21.3

資産合計  148,308 100.0  145,057 100.0

   

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．支払手形及び買掛金  32,239  34,779

２．短期借入金 ※１ 42,096  27,213

３．未払法人税等  632  4,444

４．未払費用  6,112  5,735

５．製品保証引当金  56  85

６．その他の流動負債  3,507  3,415

流動負債合計  84,644 57.1  75,672 52.2

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金 ※１ 12,139  11,378

２．繰延税金負債  1,511  1,569

３．退職給付引当金  7,100  8,003

固定負債合計  20,752 14.0  20,951 14.4

負債合計  105,396 71.1  96,624 66.6

   

（少数株主持分）   

少数株主持分  682 0.4  808 0.6
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前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※５ 12,484 8.4  12,484 8.6

Ⅱ 資本剰余金  19,405 13.1  19,405 13.4

Ⅲ 利益剰余金  8,517 5.8  14,460 10.0

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 2,286 1.5  2,747 1.9

Ⅴ 為替換算調整勘定  △452 △0.3  △653 △0.5

Ⅵ 自己株式 ※６ △10 △0.0  △820 △0.6

資本合計  42,230 28.5  47,623 32.8

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 148,308 100.0  145,057 100.0
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②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  110,658 100.0  123,572 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２ 77,627 70.2  85,598 69.3

売上総利益  33,030 29.8  37,974 30.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．販売手数料  2,008 2,086 

２．荷造運賃諸掛費  2,412 2,811 

３．製品保証引当金繰入額  29 34 

４．従業員給与手当等 ※１ 10,247 10,700 

５．退職給付費用  561 528 

６．減価償却費  490 464 

７．賃借料  1,052 890 

８．旅費交通費  1,125 1,230 

９．研究開発費 ※２ 1,993 1,489 

10．外注費  1,344 1,532 

11．その他  4,180 25,445 22.9 4,010 25,778 20.8

販売費及び一般管理費
差引利益 

 7,585 6.9  12,195 9.9

割賦販売未実現利益繰
戻額 

 24  37

割賦販売未実現利益繰
入額 

 9  －

営業利益  7,600 6.9  12,233 9.9

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  23 21 

２．受取配当金  75 76 

３．為替差益  － 83 

４．その他収益  414 513 0.4 394 574 0.4
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前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  695 521 

２．手形売却損  64 59 

３．退職給付会計基準変更
時差異償却 

 835 826 

４．その他費用  955 2,550 2.3 628 2,035 1.6

経常利益  5,564 5.0  10,772 8.7

Ⅵ 特別利益   

１．投資有価証券売却益  －   21   

２．固定資産売却益 ※３ 785   －   

３．その他の特別利益  27 812 0.7 － 21 0.0

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産処分損  93 259 

２．投資有価証券評価損  40 － 

３．特別退職金 ※４ 894 356 

４．その他の特別損失  244 1,272 1.1 － 616 0.5

税金等調整前当期純利
益 

 5,104 4.6  10,177 8.2

法人税、住民税及び事
業税 

 727 4,597 

法人税等調整額  89 816 0.7 △1,657 2,939 2.4

少数株主利益  134 0.1  145 0.1

当期純利益  4,153 3.8  7,093 5.7
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③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   19,405  19,405 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

その他資本剰余金増加
高 

 8,000 8,000 － － 

Ⅲ 資本剰余金減少高      

資本準備金取崩による
減少高 

 8,000 8,000 － － 

Ⅳ 資本剰余金期末残高   19,405  19,405 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   4,866  8,517 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  4,153  7,093  

２．連結子会社増加による
増加高 

 － 4,153 11 7,104 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  500  1,001  

２．役員賞与  2  29  

 ３．連結子会社合併による
減少高 

 －  129  

 ４．連結子会社清算による
減少高 

 － 502 1 1,161 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   8,517  14,460 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  5,104 10,177 

減価償却費  1,799 1,824 

貸倒引当金の減少額  △53 △115 

製品保証引当金の増加額  29 29 

退職給付引当金の増減額  △204 903 

投資有価証券売却損益  0 △21 

投資有価証券評価損  40 － 

受取利息及び受取配当金  △99 △97 

支払利息  695 521 

手形売却損  64 59 

有形固定資産売却損益及び除却損  △602 231 

特別退職金  894 356 

売上債権の増加額  △3,773 △1,797 

たな卸資産の増加額  △1,420 △3,416 

仕入債務の増加額  6,985 2,582 

前受金の増加額  1,020 570 

未払費用の増減額  1,507 △553 

預り金の減少額  － △521 

その他  1,088 △121 

小計  13,075 10,612 

利息及び配当金の受取額  99 97 

利息の支払額  △660 △539 

手形売却損  △64 △59 

特別退職金の支払額  △2,245 △356 

法人税等の支払額  △334 △1,016 

営業活動によるキャッシュ・フロー  9,869 8,739 
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前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の売却による収入  － 29 

投資有価証券の取得による支出  － △108 

投資有価証券の売却による収入  － 37 

有形固定資産の取得による支出  △1,541 △1,448 

有形固定資産の売却による収入  889 247 

関係会社出資による支出  △718 － 

短期貸付金の純増減額  0 0 

長期貸付による支出  △6 △35 

長期貸付金の回収による収入  98 72 

その他  △66 △21 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,345 △1,225 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金純増減額  768 △14,896 

長期借入による収入  11,400 － 

長期借入金の返済による支出  △13,268 △748 

社債の償還による支出  △3,000 － 

自己株式取得による支出  － △810 

配当金の支払額  △500 △1,001 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,600 △17,456 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △271 △72 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  3,651 △10,014 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  32,459 36,111 

Ⅶ 新規連結子会社に係る現金及び現金
同等物の増加額 

 － 528 

Ⅷ 連結子会社清算による現金及び現金
同等物の減少額 

 － △5 

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 36,111 26,619 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

 連結子会社数14社。  連結子会社数13社。 

 連結子会社名は、「第１．企業の概況」の「３．事

業の内容」に記載しているため省略した。 

 株式会社東芝機械マイテック沼津、株式会社東芝機

械マシナリーシステムコンサルタントは、平成15年４

月１日付で株式会社東芝機械マイテック沼津を存続会

社とする合併を行い、株式会社東芝機械マシナリーシ

ステムコンサルタントは解散した。 

 また、株式会社東芝機械プラスチックエンジニアリ

ング、株式会社東芝機械ダイカストエンジニアリング

は、平成15年10月１日付で株式会社東芝機械プラス

チックエンジニアリングを存続会社とする合併を行

い、株式会社東芝機械ダイカストエンジニアリングは

解散し、株式会社東芝機械プラスチックエンジニアリ

ングは、社名を東芝機械成形機エンジニアリング株式

会社に変更した。 

連結子会社名は、「第１．企業の概況」の「３．事業

の内容」に記載しているため省略した。 

 TOSHIBA MACHINE (SHANGHAI) CO.,LTD.、SHANGHAI 

TOSHIBA MACHINE CO.,LTD.は重要性が増したので、当

連結会計年度より連結の範囲に含めた。 

 なお、芝浦産業株式会社は、株式会社東芝機械マイ

テック沼津を、平成16年４月１日付で合併し、株式会

社東芝機械マイテック沼津は解散した。当社は、株式

会社東芝機械セルマックを、平成16年10月１日付で合

併し、株式会社東芝機械セルマックは解散した。 

 また、前連結会計年度において連結子会社であった

TOSHIBA MACHINE COMPANY CANADA LTD.は清算が結了

したため連結の範囲から除外されている。 

 非連結子会社数７社。  非連結子会社数５社。 

 非連結子会社名は、「第１．企業の概況」の「３．

事業の内容」に記載しているため省略した。 

 なお、芝鉄産業株式会社は、平成15年12月24日付で

清算結了した。 

非連結子会社名は、「第１．企業の概況」の「３．

事業の内容」に記載しているため省略した。 

（連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社（７社）の総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金等はいずれも小規模であり、全体と

しても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないの

で、連結の範囲から除いている。 

非連結子会社（５社）の総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金等はいずれも小規模であり、全体と

しても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないの

で、連結の範囲から除いている。 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社（７社）及び関連会社（２社）につい

ては、それぞれ連結純損益、利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないので、持分法の適用会社は

ない。これらの会社に対する投資については、原価法

により評価している。 

 非連結子会社名、関連会社名は、「第１．企業の概

況」の「３．事業の内容」に記載しているため省略し

た。 

非連結子会社（５社）及び関連会社（１社）につい

ては、それぞれ連結純損益、利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないので、持分法の適用会社は

ない。これらの会社に対する投資については、原価法

により評価している。 

 非連結子会社名、関連会社名は、「第１．企業の概

況」の「３．事業の内容」に記載しているため省略し

た。 
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前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうちTOSHIBA MACHINE SOUTH EAST 

ASIA PTE.LTD.の決算日は12月31日である。連結財務

諸表の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っている。 

 連結子会社のうちTOSHIBA MACHINE CAMPANY， 

AMERICA、TOSHIBA MACHINE SOUTH EAST ASIA PTE. 

LTD.、TOSHIBA MACHINE HONG KONG LTD.、SHANGHAI 

TOSHIBA MACHINE CO.,LTD.、T0SHIBA MACHINE 

(SHANGHAI) CO.,LTD.の決算日は12月31日である。連

結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っている。 

 なお、TOSHIBA MACHINE CAMPANY，AMERICA、

TOSHIBA MACHINE HONG KONG LTD.については、決算の

早期化のため当連結会計年度より決算期を３月から 

12月に変更した。 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

同左 

時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 

② デリバティブ ② デリバティブ 

 時価法 同左 

③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

商品・製品及び仕掛品 商品・製品及び仕掛品 

 個別法による原価法 同左 

原材料 原材料 

 主として移動平均法による原価法 同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 建物（建物附属設備を除く） 

 当社及び株式会社ニューフレア テクノロ

ジー、株式会社不二精機製造所は、定額法を採

用している。他の連結子会社12社については、

平成10年４月１日以降に取得した建物は定額

法、それ以外の建物は定率法によっている。 

 当社及び株式会社ニューフレア テクノロ

ジー、株式会社不二精機製造所は、定額法を採

用している。他の国内連結子会社については、

平成10年４月１日以降に取得した建物は定額

法、それ以外の建物は定率法によっている。 

建物以外 建物以外 

 定率法を採用している。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基準によってい

る。 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

 定額法を採用している。 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっている。 

 ただし、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）による定

額法を採用している。 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更

生債権等については、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上している。 

同左 

② 製品保証引当金 ② 製品保証引当金 

 株式会社ニューフレア テクノロジー及び東芝

機械マシナリー株式会社は、製品納入後の保証期

間内に発生する補修費用の支出に充てるため、売

上高を基準として、過去の実績率により算定した

額を計上している。 

同左 

③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

 なお、会計基準変更時差異については、15年に

よる按分額を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から処理している。

同左 

(4）収益及び費用の計上基準 (4）収益及び費用の計上基準 

 連結子会社株式会社東芝機械セルマックの売上収

益の計上基準は、原則として販売基準（出荷）を採

用しているが、一部の割賦販売は割賦基準（回収）

を採用している。 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が、借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 主として繰延ヘッジ処理を採用している。 

 なお、為替予約については振当処理の要件を満

たしている場合は振当処理を採用している。 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
  

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建債権債務及び外貨建
予定取引 

通貨オプション  外貨建予定取引 

金利スワップ  借入金 
  

同左 

③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

 外貨建取引に係る為替レート変動によるリスク

を回避する目的で、外貨建の輸出入実績等を勘案

し、外貨入金及び外貨支払予定額の範囲内で為替

予約取引、通貨オプション取引を行っている。ま

た、借入金金利の変動によるリスクを回避する目

的で、借入金の範囲内で、金利スワップ取引を利

用している。 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 相場変動によるヘッジ手段及びヘッジ対象に係

る損益の累計を比較することにより、ヘッジ有効

性を評価している。 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 (7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用している。 同左 

② 連結納税制度の適用 ② 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用している。 同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用している。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 ６．連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定は５年間で均等償却しているが、僅少

の場合は発生時に一括償却している。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成さ

れている。 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）の範囲は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

いる。 

 なお、定期預金については、随時解約可能であるた

め預入期間が１年以内のものを資金に含めている。 

同左 

 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

   営業活動によるキャッシュ・フローの「預り金」は、

前連結会計年度は「その他」に含めて表示していたが、

金額的重要性が増したため区分掲記した。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「預り金」の増加額は352百万円である。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりである。  担保に供している資産は次のとおりである。 

有形固定資産 有形固定資産 
  

 （百万円）

建物 2,451

機械装置 490

土地 1,227

計 4,169
  

  
 （百万円）

建物 3,262

機械装置 565

土地 1,372

計 5,200
  

 担保付債務は次のとおりである。  担保付債務は次のとおりである。 
  

 （百万円）

短期借入金 586

１年以内返済予定長期借入金 99

長期借入金 195

計 881
  

  
 （百万円）

短期借入金 587

１年以内返済予定長期借入金 99

長期借入金 95

計 782
  

※２．非連結子会社及び関連会社に対するもの ※２．非連結子会社及び関連会社に対するもの 

（資産） （資産） 
  

 （百万円）

投資有価証券（株式） 108

出資金（その他の投資その他
の資産に含む） 

1,295

  

  
 （百万円）

投資有価証券（株式） 96

出資金（その他の投資その他
の資産に含む） 

56

  
 ３．偶発債務（保証債務）  ３．偶発債務（保証債務） 

（銀行借入等に対する支払保証） （銀行借入等に対する支払保証） 
  

 （百万円）

TOSHIBA MACHINE (SHANGHAI) 
CO.,LTD. 

（1,000千ドル）
106

株式会社グンエイ 24

Wells Frago Equipment 
Finance 

243

Advantage National Bank 181

その他７社 408
  

  
 （百万円）

Wells Frago Equipment 
Finance 

343

Tokyo Leasing 161

Advantage National Bank 149

その他７社 184
  

（従業員住宅融資借入に対する支払保証） （従業員住宅融資借入に対する支払保証） 
  

従業員 12

計 978
  

  
従業員 8

計 848
    

 ４．受取手形割引高 231
  

  
 ４．受取手形割引高 347
  

※５．当社の発行済株式総数は、普通株式166,885,530

株である。 

※５．当社の発行済株式総数は、普通株式166,885,530  

株である。 

※６．当社が保有する自己株式の数は、普通株式39,175

株である。 

※６．当社が保有する自己株式の数は、普通株式

2,056,612株である。 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．このうちには法定福利費、厚生費、退職金が含ま

れている。 

※１．         同左 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりである。 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりである。 
  

 （百万円）

一般管理費 1,993

当期製造費用 1,200

計 3,194
  

  
 （百万円）

一般管理費 1,489

当期製造費用 1,022

計 2,512
  

※３．土地売却益 ※３．       ────── 

 相模社宅の一部を売却したことによる売却益であ

る。 

  

※４．当社及び連結子会社の希望退職措置による退職者

の特別加算金等である。 

※４．当社が㈱東芝機械セルマックを合併したことに伴

う厚生年金基金の脱退拠出金等である。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 
  

 （百万円）

現金及び預金勘定 36,106

有価証券勘定 34

計 30,140

有価証券（割引金融債） △29

現金及び現金同等物 36,111
 

  
 （百万円）

現金及び預金勘定 26,619

現金及び現金同等物 26,619
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

 
機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額相当額 920 2,040 2,960

減価償却累計額
相当額 

387 1,178 1,566

期末残高相当額 532 861 1,394

  

  

 
機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額相当額 892 2,010 2,903

減価償却累計額
相当額 

358 1,027 1,385

期末残高相当額 534 983 1,517

  
２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

 （百万円）

１年以内 532

１年超 862

合計 1,394
  

  
 （百万円）

１年以内 545

１年超 972

合計 1,517
  

 なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が、有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、財務諸表等規

則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法

により算定している。 

 なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が、有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、財務諸表等規

則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法

により算定している。 
 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

 （百万円）

支払リース料 763

減価償却費相当額 763
  

  
 （百万円）

支払リース料 586

減価償却費相当額 586
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

同左 
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（有価証券関係） 

（前連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成16年３月31日現在） 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

   

(1)株式 1,755 5,554 3,799 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 1,755 5,554 3,799 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

   

(1)株式 38 32 △6 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 38 32 △6 

合計 1,793 5,587 3,793 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

5 0 0 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成16年３月31日現在） 

 その他有価証券  

 中期国債ファンド 5百万円 

 割引金融債 29  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 93  
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４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成16年３月31日現在） 

区分 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1）債券     

国債・地方債等 － － － － 

社債 － － － － 

その他 29 － － － 

(2)その他 － － － － 

合計 29 － － － 

 

（当連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日現在） 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

    

(1)株式 1,870 6,432 4,562 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 1,870 6,432 4,562 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

   

(1)株式 11 10 △1 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 11 10 △1 

合計 1,881 6,442 4,561 
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２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

37 21 0 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成17年３月31日現在） 

 その他有価証券  

 非上場株式 94百万円 
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（デリバティブ取引関係） 

取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）取引の内容 (1）取引の内容 

 通貨関連では、外貨建取引に基づく債権及び債務に

ついて、為替予約取引、通貨オプション取引を行って

いる。また、金利関連では、借入金の変動金利を固定

金利に変換する金利スワップ取引、金利フロア取引を

行っている。 

同左 

(2）取引に対する取組方針 (2）取引に対する取組方針 

 外貨建取引に係る輸出入実績等を勘案し、外貨入金

及び外貨支払予定額の範囲内で為替予約取引、通貨オ

プション取引を行うこととしている。また、借入金の

範囲内で、金利スワップ取引、金利フロア取引を利用

することとしている。 

 当社は、投機を目的としたデリバティブ取引は行わ

ない方針である。 

同左 

(3）取引の利用目的 (3）取引の利用目的 

 外貨建取引に係る為替レートの変動によるリスクを

回避する目的で、為替予約取引、通貨オプション取引

を行っている。また、借入金金利の変動によるリスク

回避と借入金に係る調達コストの削減を目的として、

金利スワップ取引、金利フロア取引を利用している。

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 (4）取引に係るリスクの内容 

 外貨建取引に係る為替予約取引、通貨オプション取

引は、決済時における円貨額が確定しており、為替

レート変動によるリスクはない。また、借入金の変動

金利を固定金利に変換する金利スワップ取引、金利フ

ロア取引においては、市場金利の変動によるリスクは

ない。 

 なお、当社は、これらデリバティブ取引を利用する

に当たって、信用度の高い金融機関を契約相手として

いるため、当該取引に信用リスクはないと判断してい

る。 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 (5）取引に係るリスク管理体制 

 外貨建取引に係る為替予約取引、通貨オプション取

引及び借入金に係る金利スワップ取引、金利フロア取

引は、当社規程に基づき、経理部が行っている。これ

らのデリバティブ取引については、考査室が処理の妥

当性を検証している。 

同左 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。 

 国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けている。また一部の国内連結子会社は、

確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び適格退職年金制度を設けている。 

２．退職給付債務に関する事項 
  

  （単位 百万円）

 
前連結会計年度 

（平成16年３月31日現在）
 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日現在）

イ．退職給付債務 △18,667  △18,557 

ロ．年金資産 1,001  744 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △17,666  △17,813 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 8,930  8,012 

ホ．未認識数理計算上の差異 1,636  1,798 

ヘ．未認識過去勤務債務 －  － 

ト．連結貸借対照表計上額純額 
（ハ＋ニ＋ホ＋へ） 

△7,100 
 

△8,003 

チ．前払年金費用 －  － 

リ．退職給付引当金（ト－チ） △7,100  △8,003 
  

 （注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

３．退職給付費用に関する事項 
  

  （単位 百万円）

 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

 
当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

イ．勤務費用 1,187  1,007 

ロ．利息費用 420  311 

ハ．期待運用収益 △7  △7 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 835  826 

ホ．数理計算上の差異の処理額 325  240 

ヘ．過去勤務債務の処理額 －  － 

ト．退職給付費用 
（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 

2,760 
 

2,377 

  
 （注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上している。 

    ２．上記のほか、当期においては株式会社東芝機械セルマックの合併に伴う厚生年金基金脱退拠出金

等356百万円、前期においては希望退職措置による退職者の割増加算金等894百万円がある。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  

 
前連結会計年度 

（平成16年３月31日現在）
 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日現在）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間限定基準  期間限定基準 

ロ．割引率 2.0％  2.0％ 

（期首時点において適用した割引率） （2.5％）  （2.0％） 

ハ．期待運用収益率 1.0％  1.0％ 

ニ．数理計算上の差異の処理年数 10年  10年 

 （各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から処理している。） 

ホ．会計基準変更時差異の処理年数 15年  15年 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  

  （単位 百万円）

 
前連結会計年度 

（平成16年３月31日現在）
 

当連結会計年度 

（平成17年３月31日現在）

（繰延税金資産）    

貸倒引当金 42  155 

退職給付引当金 69  2,126 

たな卸資産評価損 98  160 

たな卸資産未実現利益 83  117 

未払費用（賞与） 229  1,005 

有価証券評価損 4  225 

その他 354  1,208 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

882 

－ 

882 

 4,997 

△2,490 

2,507 

（繰延税金負債）    

減価償却費 △17  △14 

その他有価証券評価差額金 △1,494  △1,809 

繰延税金負債合計 △1,511  △1,823 

繰延税金資産（又は負債）の純額 △629  △682 
  

 （注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれている。なお、当連結会計年度より当社は繰延税金資産を計上している。 
  

 
前連結会計年度 

（平成16年３月31日現在）
 

当連結会計年度 

（平成17年３月31日現在）

流動資産－繰延税金資産 737  2,163 

固定資産－繰延税金資産 145  88 

流動負債－繰延税金負債 －  － 

固定負債－繰延税金負債 △1,511  △1,569 
  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 
  

  （単位 ％）

 
前連結会計年度 

（平成16年３月31日現在）
 

当連結会計年度 

（平成17年３月31日現在）

法定実効税率 41.1  39.8 

（調整）    

住民税均等割 0.9  0.5 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2  0.5 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.5  0.1 

評価性引当額 △27.7  △9.0 

固定資産未実現利益税効果未認識額 △0.1  △0.0 

親会社との税率差異 －  △1.1 

その他 0.1  △1.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.0  28.9 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 
成形機 

（百万円）
工作機械 

（百万円）
その他 

（百万円）
計 

（百万円）
消去又は全 
社(百万円) 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 60,865 18,658 31,134 110,658 － 110,658

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

7 184 3,302 3,494 (3,494) －

計 60,872 18,843 34,437 114,152 (3,494) 110,658

営業費用 56,723 18,246 31,462 106,432 (3,375) 103,057

営業利益 4,148 596 2,975 7,720 (119) 7,600

Ⅱ 資産・減価償却費及び資本
的支出 

 

資産 57,314 22,473 57,708 137,495 10,812 148,308

減価償却費 1,005 211 582 1,799 － 1,799

資本的支出 397 150 1,226 1,773 － 1,773

 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 
成形機 

（百万円）
工作機械
（百万円）

半導体装置
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は全 
社(百万円) 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高     

(1)外部顧客に対する売上高 65,756 24,909 16,286 16,619 123,572 － 123,572

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

7 172 55 3,617 3,853 (3,853) －

計 65,763 25,082 16,342 20,237 127,425 (3,853) 123,572

営業費用 60,097 22,089 14,635 18,263 115,085 (3,745) 111,339

営業利益 5,666 2,993 1,706 1,974 12,340 (107) 12,233

Ⅱ 資産・減価償却費及び資本
的支出 

   

資産 56,751 23,480 23,887 31,848 135,966 9,090 145,057

減価償却費 927 202 322 372 1,824 － 1,824

資本的支出 782 267 213 740 2,004 － 2,004

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

(1）事業区分は、製品の種類・性質等の類似性に基づき区分している。 

(2）各事業区分の主な製品 

成形機…………射出成形機、ダイカストマシン、押出成形機など 

工作機械………大型機、門形機、マシニングセンタ、横中ぐり盤、精密加工機など 

半導体装置………電子ビーム描画装置、エピタキシャル成長装置、液体ホーニング装置など 

その他…………油圧機器、電子制御装置など 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はない。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金（現金及び有

価証券）等である。 

 前連結会計年度 17,586百万円 

 当連結会計年度 14,848百万円 
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４．事業区分の変更 

  従来、事業の種類別セグメントを「成形機」「工作機械」「その他」の３区分としていたが、「その

他」に占める電子ビーム描画装置等の半導体関連機器の重要性が増したことから、当連結会計年度より、

「その他」を「半導体装置」と「その他」に区分し、「成形機」「工作機械」「半導体装置」「その

他」の４区分に変更した。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 
日本 

（百万円）
北米 

（百万円）
アジア 

（百万円）
計 

（百万円）
消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 97,109 10,652 2,896 110,658 － 110,658

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

9,235 287 187 9,710 (9,710) －

計 106,344 10,940 3,083 120,368 (9,710) 110,658

営業費用 99,126 10,838 3,019 112,984 (9,926) 103,057

営業利益 7,218 102 63 7,384 216 7,600

Ⅱ 資産 125,719 7,490 2,065 135,275 13,033 148,308

 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 
日本 

（百万円）
北米 

（百万円）
アジア 

（百万円）
計 

（百万円）
消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高 110,106 7,518 5,947 123,572 － 123,572

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

10,903 310 1,504 12,718 (12,718) －

計 121,009 7,829 7,452 136,290 (12,718) 123,572

営業費用 109,297 7,706 6,984 123,988 (12,649) 111,339

営業利益 11,712 122 467 12,302 (68) 12,233

Ⅱ 資産 125,516 4,846 6,038 136,401 8,655 145,057

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分している。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）北米…………米国 

(2）アジア………シンガポール、香港 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はない。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金（現金及び有

価証券）等である。 

 前連結会計年度 17,586百万円 

 当連結会計年度 14,848百万円 
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【海外売上高】 

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 19,072 32,242 5,856 57,172 

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  110,658 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

Ⅲ 海外売上高の連結売上
高に占める割合（％） 

17.2 29.1 5.4 51.7 

 

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 14,774 40,353 4,452 59,580 

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  123,572 
当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

Ⅲ 海外売上高の連結売上
高に占める割合（％） 

12.0 32.7 3.5 48.2 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分している。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米………………米国、カナダ、メキシコ 

(2)アジア……………中国、香港、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ 

(3)その他の地域……イギリス、ドイツ、ブラジル 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

 

【関連当事者との取引】 

 該当事項なし。 

 

（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 252円93銭

１株当たり当期純利益 24円71銭
  

  
１株当たり純資産額 288円72銭

１株当たり当期純利益 42円48銭
  

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載

していない。 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当期純利益（百万円） 4,153 7,093 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 29 34 

（うち利益処分による役員賞与） （29） （34）

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,123 7,058 

期中平均株式数（千株） 166,851 166,162 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項なし。 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項なし。 

 

【借入金等明細表】 

区分 
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 41,348 26,451 1.02 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 748 761 1.54 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 12,139 11,378 1.37 
平成18年4月～  
平成21年4月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 54,236 38,591 － － 

 （注）１．長期借入金の連結決算日後５年内における返済予定額は、以下のとおりである。 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 1,538 1,140 8,690 10 

２．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

 

(2）【その他】 

 米国子会社 Toshiba Machine Company,America（以下ＴＭＡ）に対して、納入工作機械に起因する損害賠

償請求訴訟が提起され、平成15年３月に下級裁判所から9.3百万ドルの支払を命じる判決があった。これに

対し、ＴＭＡは控訴したが、平成17年６月に控訴裁判所から原審判決を維持する旨の判決があった（9.3百

万ドルに原審判決日から支払日まで年10％の金利を加算した金額となる）。ＴＭＡは弁護士の意見等を踏ま

え、控訴裁判所に対して、再ヒアリングの申立てをしており、現在も係争中である。なお、ＴＭＡは弁護士

見解に基づく2.2百万ドルを未払計上している。 
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２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第 ８１ 期 

（平成16年３月31日） 
第 ８２ 期 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  20,018  16,918

２．受取手形 ※６ 6,845  8,724

３．売掛金 ※６ 22,860  23,842

４．有価証券  5  －

５．製品  2,124  1,485

６．原材料  7  17

７．仕掛品  9,008  12,337

８．前渡金  14  114

９．前払費用  88  86

10．繰延税金資産  －  1,126

11．短期貸付金 ※６ 15,790  11,200

12．未収入金 ※６ 5,393  6,466

13．未収消費税等  185  461

14．その他の流動資産  93  212

15．貸倒引当金  △411  △376

流動資産合計  82,027 70.9  82,616 70.4
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第 ８１ 期 

（平成16年３月31日） 
第 ８２ 期 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産 ※１  

１．建物  19,918 19,800 

減価償却累計額  13,790 6,127 13,899 5,901

２．構築物  3,710 3,714 

減価償却累計額  2,631 1,078 2,699 1,014

３．機械及び装置  28,619 27,390 

減価償却累計額  25,557 3,062 24,148 3,242

４．車両及び運搬具  389 383 

減価償却累計額  363 26 347 35

５．工具・器具及び備品  4,649 4,631 

減価償却累計額  4,242 406 4,231 399

６．土地  5,480  5,714

７．建設仮勘定  109  282

有形固定資産合計  16,291 14.1  16,589 14.1

(2）無形固定資産   

１．借地権  3  3

２．ソフトウェア  154  165

３．その他の無形固定資
産 

 34  48

無形固定資産合計  192 0.2  217 0.2

(3）投資その他の資産   

１．投資有価証券  5,584  6,491

２．関係会社株式  9,616  9,514

３．関係会社出資金  1,295  1,295

４．従業員長期貸付金  359  332

５．その他の投資  296  297

６．貸倒引当金  △4  △5

投資その他の資産合計  17,148 14.8  17,926 15.3

固定資産合計  33,633 29.1  34,733 29.6

資産合計  115,660 100.0  117,350 100.0
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第 ８１ 期 

（平成16年３月31日） 
第 ８２ 期 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．支払手形 ※６ 5,004  7,076

２．買掛金 ※６ 17,880  22,186

３．短期借入金 ※１ 28,590  16,590

４．一年以内返済予定の長
期借入金 

 －  550

５．未払金 ※６ 119  245

６．未払法人税等  49  3,364

７．未払費用 ※６ 3,518  3,020

８．前受金 ※６ 663  729

９．預り金  63  78

10．設備関係支払手形  86  136

11．その他の流動負債  34  89

流動負債合計  56,009 48.4  54,068 46.0

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金  11,400  10,850

２．繰延税金負債  1,491  1,551

３．退職給付引当金  4,783  5,407

固定負債合計  17,674 15.3  17,808 15.2

負債合計  73,684 63.7  71,877 61.2
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第 ８１ 期 

（平成16年３月31日） 
第 ８２ 期 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 12,484 10.8  12,484 10.7

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  11,405 11,405 

２．その他資本剰余金   

資本金及び資本 
準備金減少差益 

 8,000 8,000 

資本剰余金合計  19,405 16.8  19,405 16.5

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金  － 17 

２．当期未処分利益  7,836 11,650 

利益剰余金合計  7,836 6.8  11,668 10.0

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 2,260 1.9  2,735 2.3

Ⅴ 自己株式 ※３ △10 △0.0  △820 △0.7

資本合計  41,976 36.3  45,473 38.8

負債及び資本合計  115,660 100.0  117,350 100.0
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②【損益計算書】 

  
第 ８１ 期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第 ８２ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   

売上高 ※５ 63,190 100.0  73,968 100.0

Ⅱ 売上原価   

１．製品期首たな卸高  1,895 2,124 

２．当期製品製造原価 ※４ 49,547 55,563 

３．他勘定より振替高 ※１ 645 1,190 

合計  52,088 58,879 

４．他勘定へ振替高 ※２ 359 78 

５．製品期末たな卸高  2,124 49,604 78.5 1,485 57,315 77.5

売上総利益  13,586 21.5  16,653 22.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※３ 
※４ 

 

販売費及び一般管理費  10,050 15.9  10,406 14.1

営業利益  3,535 5.6  6,246 8.4

Ⅳ 営業外収益 ※５  

１．受取利息  327 226 

２．有価証券利息  0 － 

３．受取配当金  240 202 

４．賃貸料  393 388 

５．技術指導料  16 39 

６．為替差益  － 72 

７．その他  92 1,071 1.7 180 1,110 1.5

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  452 361 

２．手形売却損  54 51 

３．社債利息  43 － 

４．退職給付会計基準変更
時差異償却 

 702 637 

５．為替差損  106 － 

６．その他  183 1,542 2.4 264 1,314 1.7

経常利益  3,065 4.9  6,042 8.2
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第 ８１ 期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第 ８２ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益 ※６  

１．投資有価証券売却益  － 10 

２．貸倒引当金戻入益  － 24 

３．固定資産売却益  785 － 

４．特別配当金  2,600 3,385 5.4 － 34 0.0

Ⅶ 特別損失 ※７  

１．固定資産処分損  44 179 

２．投資有価証券評価損  36 － 

３．特別退職金  441 － 

４．関係会社整理損  131 652 1.1 － 179 0.2

税引前当期純利益  5,797 9.2  5,897 8.0

法人税、住民税及び事
業税 

 △87 2,400 

法人税等調整額  － △87 △0.1 △1,232 1,167 1.6

当期純利益  5,884 9.3  4,730 6.4

前期繰越利益  1,951  7,144

合併による未処分利益
受入額 

※８ －  109

中間配当額  －  333

当期未処分利益  7,836  11,650
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製造原価明細書 

  
第 ８１ 期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第 ８２ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  35,312 66.0 34,664 57.6 

（外注部品費）  （10,561） （19.8） （11,608） （19.3）

Ⅱ 労務費  7,637 14.3 8,025 13.3 

Ⅲ 経費  10,519 19.7 17,536 29.1 

（外注加工費）  （7,546） （14.1） （15,072） （25.0）

（減価償却費）  （938） （1.8） （872） （1.4）

当期総製造費用  53,469 100.0 60,226 100.0 

他勘定より振替高 ※１ 285  288  

期首仕掛品たな卸高  7,849  9,008  

合計  61,604  69,523  

期末仕掛品たな卸高  9,008  12,337  

他勘定へ振替高 ※２ 3,048  1,622  

当期製品製造原価  49,547  55,563  

 （注） 原価計算の方法 

原価計算の方法は、射出成形機等（沼津本社・御殿場工場及び相模工場の一部）については個別原価計算

を採用している。油圧機器（相模工場）については前事業年度は組別総合原価計算を、当事業年度からは

個別原価計算を採用している。なお、製造間接費の配賦額と実際額との差額については、前事業年度

1,689百万円、当事業年度2,242百万円をそれぞれ売上原価に計上している。 

  （ 第 ８１ 期 ） （ 第 ８２ 期 ） 

 ※１．他勘定より振替高の内訳     

 電気品等（製品） 244百万円 －百万円 

 預託品 － 188 

 その他 40 100 

  285 288 

 ※２．他勘定へ振替高の内訳   

 研究開発費 698百万円 635百万円 

 たな卸資産処分損 65 49 

 支給材料代（その他の流動資産） 572 925 

 自家設備（建設仮勘定） 4 9 

 見本市費用（広告宣伝費） 2 － 

 その他 1,703 2 

  3,048 1,622 
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③【利益処分計算書】 

  
第 ８１ 期 

株主総会承認年月日 
（平成16年６月29日） 

第 ８２ 期 
株主総会承認年月日 

（平成17年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   7,836  11,650 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  667  824  

２．役員賞与金  24  31  

（うち取締役分）  （   19）  （   24）  

（うち監査役分）  （    5） 691 （    6） 855 

Ⅲ 次期繰越利益   7,144  10,795 
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重要な会計方針 

第 ８１ 期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第 ８２ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 同左 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

同左 

時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 ２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ デリバティブ 

 時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・仕掛品 製品・仕掛品 

 個別法による原価法 同左 

原材料 原材料 

 移動平均法による原価法 同左 

４．固定資産の減価償却の方法 ４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く。）は定額法、建物以

外については定率法を採用している。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっている。 

同左 

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法を採用している。 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっている。 

 ただし、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）による定額

法を採用している。 

同左 

５．引当金の計上基準 ５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債

権等については、個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。 

同左 
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第 ８１ 期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第 ８２ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。 

 なお、会計基準変更時差異については、15年によ

る按分額を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から処理している。 

同左 

６．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 ７．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 主として繰延ヘッジ処理を採用している。 

 なお、為替予約については、振当処理の要件を満

たしている場合は振当処理を採用している。 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
  

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建債権債務及び外貨建予
定取引 

通貨オプション  外貨建予定取引 

金利スワップ  借入金 
  

同左 

③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

 外貨建取引に係る為替レート変動によるリスクを

回避する目的で、外貨建の輸出入実績等を勘案し、

外貨入金及び外貨支払予定額の範囲内で為替予約取

引、通貨オプション取引を行っている。また、借入

金金利の変動によるリスクを回避する目的で、借入

金の範囲内で、金利スワップ取引を利用している。

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 相場変動によるヘッジ手段及びヘッジ対象に係る

損益の累計を比較することにより、ヘッジ有効性を

評価している。 

同左 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用している。 同左 

② 連結納税制度の適用 ② 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用している。 同左 

 

 



－  － 

 

(67) ／ 2005/06/27 18:52 (2005/06/27 18:52) ／ 342004_01_120_2k_04210821／第５－７重要な／os2東芝機械／有報.doc 

67

注記事項 

（貸借対照表関係） 

項目 
第 ８１ 期 

（平成16年３月31日） 
第 ８２ 期 

（平成17年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務   

担保に供している資産   

有形固定資産   

工場財団の設定されて

いるもの 

（百万円） （百万円）

  
建物 

機械及び装置 

土地 

計 
  

  
2,319 

490 

436 

3,246 
  

  
3,138 

565 

581 

4,285 
  

上記に対応する債務 （百万円） （百万円）
  

短期借入金 
  

  
1 

  

  
2 

  

※２．授権株式数 

発行済株式総数 

  
普通株式 360,000,000株

普通株式 166,885,530株
  

  
普通株式 360,000,000株

普通株式 166,885,530株
  

※３．自己株式 当社が保有する自己株式の数は、普通

株式39,175株である。 

当社が保有する自己株式の数は、普通

株式2,056,612株である。 

 ４．偶発債務（保証債務） （銀行借入に対する支払保証） （銀行借入に対する支払保証） 

 
  
 （百万円）

（株）不二精機製造所 967 

TOSHIBA MACHINE 
COMPANY,AMERICA（23,400
千ドル） 

2,496 

TOSHIBA MACHINE 
(SHANGHAI) CO., LTD. 
（1,000千ドル） 

106 

  

  
 （百万円）

（株）不二精機製造所 675 

TOSHIBA MACHINE 
COMPANY,AMERICA（9,800千
ドル） 

1,062 

TOSHIBA MACHINE 
(SHANGHAI) CO.,LTD. 
（2,620千ドル） 

283 

TOSHIBA MACHINE (EUROPE) 
G.m.b.H.（25千ユーロ） 

3 

  
 （従業員住宅融資借入に対する支払保

証） 

（従業員住宅融資借入に対する支払保

証） 

 
  
従業員 12 

計 3,583 
  

  
従業員 8 

計 2,033 
  

 ５．輸出為替手形割引高 （百万円） （百万円）

 2,018 1,912 
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項目 
第 ８１ 期 

（平成16年３月31日） 
第 ８２ 期 

（平成17年３月31日） 

 
※６．関係会社に関する項目 

 区分掲記されたもの以外で

各科目に含まれている関係会

社に対するものは次のとおり

である。 

  
資産 （百万円）

受取手形 534 

売掛金 9,304 

未収入金 4,786 

短期貸付金 15,790 

負債 （百万円）

支払手形 241 

買掛金 1,265 

その他 682 
  

  
資産 （百万円）

受取手形 434 

売掛金 4,293 

未収入金 6,391 

短期貸付金 11,200 

負債 （百万円）

支払手形 109 

買掛金 1,721 

その他 255 
  

 ７．配当制限  商法施行規則第124条第３号に規定

する資産に時価を付したことにより増

加した純資産額は2,260百万円であ

る。 

 商法施行規則第124条第３号に規定

する資産に時価を付したことにより増

加した純資産額は2,735百万円であ

る。 
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（損益計算書関係） 

項目 
第 ８１ 期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第 ８２ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．他勘定より振替高の内訳 （百万円） （百万円）
  

仕入製品（買掛金） 

自家設備（機械及び装
置） 

その他 

計 
  

  
586 

38 

20 

645 
  

  
1,186 

4 

－ 

1,190 
  

※２．他勘定へ振替高の内訳 （百万円） （百万円）
  

自家設備（建設仮勘定） 

電気品等（仕掛品） 

その他 

計 
  

  
121 

230 

8 

359 
  

  
35 

41 

1 

78 
  

※３．販売費及び一般管理費  販売費及び一般管理費のおおよその

割合は販売費60％、一般管理費40％で

ある。 

 主要な費目及び金額は次のとおりで

ある。 

 販売費及び一般管理費のおおよその

割合は販売費60％、一般管理費40％で

ある。 

 主要な費目及び金額は次のとおりで

ある。 

 
  
 （百万円）

販売手数料 1,048 

荷造運賃諸掛費 1,499 

貸倒引当金繰入額 95 

給料手当 3,039 

退職給付引当金繰入額 460 

減価償却費 203 

賃借料 459 

旅費交通費 395 

研究開発費 553 

外注費 693 
  

  
 （百万円）

販売手数料 1,138 

荷造運賃諸掛費 1,633 

貸倒引当金繰入額 － 

給料手当 3,385 

退職給付費用 413 

減価償却費 193 

賃借料 366 

旅費交通費 418 

研究開発費 520 

外注費 500 

法人事業税 160 
  

※４．研究開発費 （百万円） （百万円）
  

一般管理費 

当期製造費用 

計 
  

  
553 

145 

698 
  

  
520 

115 

635 
  

※５．関係会社取引の内訳 （百万円） （百万円）

 
  
売上高 21,876 

営業外収益  

(1）賃貸料 369 

(2）受取配当金 193 

(3）貸付金利息 310 

(4）その他 100 

特別利益  

特別配当金 2,600 
  

  
売上高 18,151 

営業外収益  

(1)賃貸料 376 

(2)受取配当金 139 

(3)貸付金利息 210 

(4)その他 23 
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項目 
第 ８１ 期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第 ８２ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※６．特別利益の内訳 

 （百万円）

   固定資産売却益 
  
土地 785 
  

  
  
  

  相模社宅の一部を売却したことによ

る売却益である。 

      ────── 

 （百万円）

   特別配当金 2,600  

  連結子会社である東芝機械成形機エ

ンジニアリング株式会社の特別配当で

ある。 

      ────── 

※７．特別損失の内訳 

固定資産処分損 （百万円） （百万円）
  

建物及び構築物 

機械及び装置 

工具・器具及び備品 

車両及び運搬具他 

計 
  

  
4 

19 

0 

20 

44 
  

  
115 

40 

21 

1 

179 
  

 （百万円）

投資有価証券評価損 36  

  時価が著しく低下し、かつ、回復可

能性がないため、評価減を行ったもの

である。 

      ────── 

 （百万円）

特別退職金 441  

  希望退職措置による退職者の特別加

算金等である。 

      ────── 

 （百万円）

関係会社整理損 131  

  TOSHIBA MACHINE COMPANY CANADA 

LTD.及びJAPAN MACHINES (AUSTRALIA) 

PTY LIMITEDの整理損である。 

      ────── 

  （百万円）

※８．合併による未処分利益受入

額 

 109 

       ──────  ㈱東芝機械セルマックとの合併によ

るものである。 
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（リース取引関係） 

第 ８１ 期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第 ８２ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

 
車両及び運
搬具 
（百万円） 

工具・器具
及び備品 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額相当額 34 1,069 1,103

減価償却累計額
相当額 

26 583 609

期末残高相当額 8 485 494

  

  

 
車両及び運
搬具 
（百万円） 

工具・器具
及び備品 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額相当額 68 1,146 1,215

減価償却累計額
相当額 

35 560 596

期末残高相当額 32 586 619

  
２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

 （百万円）

１年以内 224

１年超 269

合計 494
  

  
 （百万円）

１年以内 251

１年超 367

合計 619
  

 なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が、有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、財務諸表等規

則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法

により算定している。 

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が、有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、財務諸表等規

則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法

により算定している。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

 （百万円）

支払リース料 387

減価償却費相当額 387
  

  
 （百万円）

支払リース料 279

減価償却費相当額 279
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

同左 

 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）及び当事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成

17年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 当社は、当事業年度より繰延税金資産を計上している。 
  

  （単位 百万円）

  
第 ８２ 期 

（平成17年３月31日現在） 

（繰延税金資産）   

貸倒引当金  118 

退職給付引当金  2,053 

未払費用（賞与）  636 

減価償却費  298 

一括評価資産  107 

未払事業税  207 

有価証券評価損  221 

その他  226 

繰延税金資産小計  3,870 

評価性引当額  △2,490 

繰延税金資産合計  1,380 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金  △1,805 

繰延税金負債合計  △1,805 

繰延税金資産（又は負債）の純額  △425 
  

 （注） 当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれている。 
  

  
第 ８２ 期 

（平成17年３月31日現在） 

流動資産－繰延税金資産  1,126 

固定資産－繰延税金資産  － 

流動負債－繰延税金負債  － 

固定負債－繰延税金負債  △1,551 
      
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 
  

  （単位 ％）

  
第 ８２ 期 

（平成17年３月31日現在） 

法定実効税率  39.8 

（調整）   

住民税均等割  0.4 

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.6 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.7 

法人税と住民税の繰越欠損金の差異  △0.2 

法人税と事業税の繰越欠損金の差異  △1.4 

評価性引当額  △17.0 

その他  △1.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  19.8 
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（１株当たり情報） 

項目 
第 ８１ 期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第 ８２ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 251円44銭 275円69銭 

１株当たり当期純利益 35円12銭 28円28銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載していない。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載していない。 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
第 ８１ 期 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

第 ８２ 期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当期純利益（百万円） 5,884 4,730 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 24 31 

(うち、利益処分による役員賞与） (24) (31) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,860 4,698 

期中平均株式数（千株） 166,851 166,162 

 

（重要な後発事象） 

第 ８１ 期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第 ８２ 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社は、平成１６年６月２２日開催の取締役会におい

て、平成１６年１０月１日を期して当社の１００％出資

子会社である株式会社東芝機械セルマックを吸収合併す

ることを決議した。 

  合併契約の概要は次のとおりである。 

          ────── 

(1）合併期日  

平成１６年１０月１日  

(2）合併の理由  

 当社グループの営業力を集約し、グループ経営の一

層の強化と効率化を図る。 

 

(3）合併の形式  

 当社を存続会社とし株式会社東芝機械セルマックを

解散会社とする吸収合併方式であり、合併による新株

式の発行、資本金の増加ならびに合併交付金の支払は

ない。 

 

(4）財産の引継  

 合併期日において株式会社東芝機械セルマックの資

産・負債及び権利義務の一切を引継ぐ。 

 なお、株式会社東芝機械セルマックの平成１６年３

月３１日現在の財政状態は次のとおりである。 

 

  
資産合計 11,361百万円

負債合計 10,841百万円

資本合計 519百万円
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

トヨタ自動車㈱ 449,716 1,794 

㈱静岡銀行 910,660 986 

㈱日平トヤマ 2,705,795 871 

日産自動車㈱ 425,364 467 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 512.02 371 

㈱横浜銀行 444,215 290 

㈱三條機械製作所 625,625 242 

大日本印刷㈱ 127,525 223 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 204,801 218 

積水化学工業㈱ 224,179 174 

その他（３９銘柄） 1,964,059.51 851 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

小計 8,082,451.53 6,491 

計 8,082,451.53 6,491 
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【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円）

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円）

有形固定資産    

建物 19,918 188 306 19,800 13,899 353 5,901

構築物 3,710 20 16 3,714 2,699 80 1,014

機械及び装置 28,619 750 1,979 27,390 24,148 423 3,242

車両及び運搬具 389 16 23 383 347 5 35

工具・器具及び備品 4,649 164 182 4,631 4,231 160 399

土地 5,480 254 20 5,714 － － 5,714

建設仮勘定 109 1,297 1,125 282 － － 282

有形固定資産計 62,877 2,692 3,653 61,916 45,326 1,024 16,589

無形固定資産    

借地権 3 － － 3 － － 3

ソフトウェア 463 69 225 307 142 59 165

その他の無形固定資産 43 16 － 60 11 2 48

無形固定資産計 509 86 225 370 153 61 217

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産    

───── － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

 （注）１．当期増加額には、㈱東芝機械セルマックとの合併により引き継いだものを含んでおり、内訳は次のとお

りである。 

 有形固定資産   

 建物 49 （百万円）  

 構築物 3  

 機械及び装置 －  

 車両及び運搬具 7  

 工具・器具及び備品 1  

 土地 254  

 無形固定資産  

 ソフトウェア 8  

 その他の無形固定資産 4  

     計 328  

２．当期増加額の主なものは次のとおりである。 

   

 機械及び装置 相模工場油圧加工設備 495 百万円 
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【資本金等明細表】 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 12,484 － － 12,484

普通株式（注） （株） (166,885,530) (    －) (    －) (166,885,530)

普通株式 （百万円） 12,484 － － 12,484

計 （株） (166,885,530) (    －) (    －) (166,885,530)

資本金のうち
既発行株式 

計 （百万円） 12,484 － － 12,484

（資本準備金）   

株式払込剰余金 （百万円） 11,405 － － 11,405

（その他資本剰余金）   

資本金及び資本準備金
減少差益 

（百万円） 8,000 － － 8,000

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

計 （百万円） 19,405 － － 19,405

（利益準備金） （百万円） － 17 － 17

（任意積立金） （百万円） － － － －
利益準備金及
び任意積立金 

計 （百万円） － 17 － 17

 （注）１．当期末における自己株式数は、2,056,612株である。 

    ２．利益準備金の当期増加額は、㈱東芝機械セルマックとの合併による受入額である。 

 

【引当金明細表】 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用）
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 415 438 57 414 381

 （注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額である。 

２．貸倒引当金の「当期増加額」は、㈱東芝機械セルマックとの合併による受入額57百万円を含んでいる。 
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(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

(a)現金及び預金 

種類 金額（百万円） 

現金 4 

預金  

当座預金 10 

普通預金 5,820 

外国普通預金 80 

定期預金 2,000 

譲渡性預金 9,000 

別段預金 2 

計 16,913 

合計 16,918 

 

(b）受取手形 

主な取引先別内訳 

取引先 金額（百万円） 

豊田通商㈱ 923 

住友建機製造㈱ 547 

ヤマハ発動機㈱ 523 

広島アルミニウム工業㈱ 448 

伊藤忠商事㈱ 276 

その他 6,004 

計 8,724 

 

期日別内訳 

期日 金額（百万円） 

平成17年４月 795 

５月 2,634 

６月 1,866 

７月 998 

８月 1,895 

９月以降 535 

計 8,724 
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(c）売掛金 

主な取引先別内訳 

取引先 金額（百万円） 

TOSHIBA MACHINE SOUTH EAST ASIA PTE.LTD. 1,609 

東芝機械マシナリー㈱ 1,262 

富士写真フイルム㈱ 1,017 

㈱ユニティートレーディング 822 

極東貿易㈱ 758 

その他 18,371 

計 23,842 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 

  
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

×100 

  

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

22,860 73,909 72,927 23,842 75.4％ 115日 

 

(d)製品 

品名 金額（百万円） 

射出成形機 960 

ダイカストマシン 11 

精密機器 202 

油圧機器 199 

その他 111 

計 1,485 

 

(e)原材料 

品名 金額（百万円） 

地金 9 

補助材料 6 

普通鋼材 1 

その他 0 

計 17 
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(f)仕掛品 

品名 金額（百万円） 

射出成形機 2,798 

ダイカストマシン 2,649 

押出成形機 3,300 

精密機器 1,419 

油圧機器 722 

その他 1,445 

計 12,337 

 

(g)短期貸付金 

取引先 金額（百万円） 

㈱ニューフレア テクノロジー 7,500 

東芝機械成形機エンジニアリング㈱ 2,200 

東芝機械マシナリー㈱ 1,500 

計 11,200 

 

(h)未収入金 

銘柄 金額（百万円） 

㈱ニューフレア テクノロジー 3,410 

東芝機械マシナリー㈱ 2,422 

東芝機械成形機エンジニアリング㈱ 297 

 TOSHIBA MACHINE (SHANGHAI) CO.,LTD. 213 

芝浦システム㈱ 20 

その他 102 

計 6,466 

 

 (i)関係会社株式 

銘柄 金額（百万円） 

東芝機械マシナリー㈱ 3,549 

㈱ニューフレア テクノロジー 3,500 

TOSHIBA MACHINE COMPANY,AMERICA 1,095 

㈱不二精機製造所 430 

東栄電機㈱ 287 

その他(１０銘柄) 651 

計 9,514 
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② 流動負債 

(a）支払手形 

主な取引先別内訳 

取引先 金額（百万円） 

松下電器産業㈱ 408 

兼松㈱ 337 

㈱トプコン 221 

㈱トキメック 174 

㈱スター精機 157 

その他 5,777 

計 7,076 

 

期日別内訳 

期日 金額（百万円） 

平成17年４月 616 

５月 2,858 

６月 1,570 

７月 630 

８月 1,400 

計 7,076 

 

(b）買掛金 

主な取引先別内訳 

取引先 金額（百万円） 

東芝ファイナンス㈱ 11,671 

東栄電機㈱ 700 

TOSHIBA MACHINE (SHANGHAI) CO.,LTD. 356 

㈱不二精機製造所 174 

芝浦システム㈱ 173 

その他 9,109 

計 22,186 
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(c)短期借入金 

取引先 金額（百万円） 

㈱静岡銀行 3,950 

㈱三井住友銀行 3,950 

中央三井信託銀行㈱ 2,410 

㈱新生銀行 1,310 

㈱横浜銀行 1,085 

その他 3,885 

計 16,590 

 

(d）設備関係支払手形 

主な取引先別内訳 

取引先 金額（百万円） 

㈱エムエムケー 48 

浜野鉄工㈱ 30 

協立機械㈱ 24 

㈱オービック 9 

㈱ダイフク 8 

その他 15 

計 136 

 

期日別内訳 

期日 金額（百万円） 

平成17年４月 2 

５月 98 

６月 1 

７月 － 

８月 34 

計 136 
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(e)長期借入金 

取引先 金額（百万円） 

㈱静岡銀行 1,900 

㈱三井住友銀行 1,900 

中央三井信託銀行㈱ 950 

㈱横浜銀行 950 

㈱りそな銀行 950 

㈱ＵＦＪ銀行 950 

住友信託銀行㈱ 950 

㈱東京三菱銀行 950 

農林中央金庫 950 

三井生命保険㈱ 400 

計 10,850 

 

(3）【その他】 

 該当事項なし。 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 
 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株
券、100,000株券、100株未満表示株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 
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第７【提出会社の参考情報】 
 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はありません。 

 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第81期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）平成16年６月29日関東財務局長に提出。 

(2)半期報告書 

 （第82期中）（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）平成16年12月27日関東財務局長に提出。 

(3)臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（提出会社が完全親会社となる株式交換に係る契約

が締結された場合）に基づく臨時報告書であります。平成16年12月22日関東財務局長に提出。 

(4)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成16年３月１日 至 平成16年３月31日）平成16年４月14日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年４月30日）平成16年５月13日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成16年５月１日 至 平成16年５月31日）平成16年６月11日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成16年６月１日 至 平成16年６月30日）平成16年７月15日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成16年11月16日 至 平成16年11月30日）平成16年12月13日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成16年12月１日 至 平成16年12月31日）平成17年１月14日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年１月31日）平成17年２月10日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年２月１日 至 平成17年２月28日）平成17年３月23日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月15日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月13日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月15日関東財務局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項なし。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

  平成１６年６月２９日

東芝機械株式会社   

 取締役会 御中  

 

 新日本監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 寺本  哲  印 

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 鐵  義正  印 

 

 関与社員  公認会計士 髙岡 昭男  印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東芝機械株式会社の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

東芝機械株式会社及び連結子会社の平成１６年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

  平成１７年６月２９日

東芝機械株式会社   

 取締役会 御中  

 

 新日本監査法人  

 

 
指定社員 

業務執行社員 

 

 
公認会計士 寺本  哲  印 

 

 
指定社員 

業務執行社員 

 

 
公認会計士 國  健一  印 

 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 髙岡 昭男  印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東芝機械株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

東芝機械株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

  平成１６年６月２９日

東芝機械株式会社   

 取締役会 御中  

 

 新日本監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 寺本  哲  印 

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 鐵  義正  印 

 

 関与社員  公認会計士 髙岡 昭男  印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東芝機械株式会社の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの第８１期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東芝

機械株式会社の平成１６年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

  平成１７年６月２９日

東芝機械株式会社   

 取締役会 御中  

 

 新日本監査法人  

 

 
指定社員 

業務執行社員 

 

 
公認会計士 寺本  哲  印 

 

 
指定社員 

業務執行社員 

 

 
公認会計士 國  健一  印 

 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 髙岡 昭男  印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東芝機械株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８２期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東芝

機械株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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